
-

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

9

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省調べ

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

品目

計算式 千円/品目

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

千円

GAP共通基盤ガイドラインに規定されている９品目につ
いて、改訂案を作成する。

-

品目

- 12,222/9

31年度活動見込

- -

-

国際水準レベルのガイドラ
インに基づきGAP指導を
行っている都道府県数

実施方法

28年度

％

ＧＡＰ拡大推進加速化調査事業 担当部局庁 生産局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 農業環境対策課 課長　及川 仁

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

　現行のガイドラインにおける既存分野（食品安全、環境保全、労働安全）及び新たに追加する分野（人権保護、農場経営管理）の関係法令や、既存の国際
水準ＧＡＰの規格（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP）を踏まえた取組事項の調査・整理を実施するとともに、ガイドライン改訂案を作成する。

- -

-

- -

- -

都道府県数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

委託事業執行額
／GAP共通基盤ガイドラインに規定されている品目数

単位当たり
コスト

--

-

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３１年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　現状では様々な水準のGAPが乱立し、取り組むべきGAPが判らず農業者が混乱していることが課題であることから、現行の農林水産省GAPの共通基盤に
関するガイドラインの改訂により国際的に通用するGAPの水準を明確化し、取り組むべきGAPとして示すことで、農業者の混乱を解消し、国際水準のGAPの取
組を推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 件

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 12 0

- -

執行率（％） - - -

- - -

-

29年度

-

-

47

-

食料・農業・農村基本計画
経済財政運営と改革の基本方針2018
未来投資戦略2018　　　農林水産業・地域の活力創造プラン

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

12 -

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度 年度1

1,358

28年度

-

31年度当初予算

12

12

事業番号 新31 0001

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国産農産物生産・供給体制
強化対策調査等委託費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

-

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

‐

-

-

国が策定したGAP共通基盤ガイドラインについて、その改訂
のために必要な調査等を行うものであることから、国が実施
することが適当である。

○

評　価項　　目

本事業は食品安全、環境保護、労働安全、人権保護等に配
慮した、持続可能な農業生産の実現に資する、国際水準の
ＧＡＰの取組を進めるためのものであることから、国民や社
会のニーズを的確に反映している。

13,500

目標最終年度

8,700 -- 5,500

-

-

目標値

中間目標計画開始時
30年度 31年度

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

年度

5,300 -

目標値
経営体

数

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

農業者や産地において、ＧＡＰの導入が進んでいるものの、
取組の水準にばらつきがみられることから、ＧＡＰ共通基盤
ガイドラインを国際水準レベルに改訂し、取組水準の引き上
げに資するものであり、優先度が高い。

単位あたりコストについては、競争性を確保することによりコ
スト削減は図ることとしており、コストの水準は妥当である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

- -

○

-

単位

29年度 30年度

‐

‐

-

○

-

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

無

○

国が策定したＧＡＰ共通基盤ガイドラインについて、その改定
のために必要な調査等を行うものであり、費用の全額を国が
負担することは妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国際水準のGAPの導入を推進することにより、GAPの取組について高度化が図られ、国産農作物の安全性及び安定供給に寄与する。

-

- 1
定量的指標

4,700

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

中間目標 目標年度
28年度

実績値
経営体

数
4,500

単位

（農産）GAP認証取得経営体数

施策
（1）科学の進展等を踏まえた食品の安全確保の取組の強化
（3）効率的な農作業安全対策の推進

政策
①国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保
⑪先端技術の活用等による生産・流通システムの革新等

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

事業番号 事業名所管府省名

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業が効率的かつ有効に実施されるよう、事業実施主体の指導等に努める。

本事業は食品安全、環境保護、労働安全、人権保護等に配慮した、持続可能な農業生産の実現に資する取組である国際水準のＧＡＰの取組
を進めるためのものであり、輸出拡大や農業人材の育成など、我が国の農業競争力の強化に資するものである。また、「食料・農業・農村基本
計画」に基づいた取組であることから、広く国民全体が利益を享受するものであり、国が関与して行う必要のある優先度の高い事業である。

‐

-

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

コストを抑制するため、事業者の選定に当たっては全て一般
競争入札を実施することとしており、他の方法は考えられな
い。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

外部有識者点検対象外

　本年度で本事業は終了するが、引き続き効率的な事業執行に努めるとともに、事業から得られた成果と課題を今後の施策の企画や推進に反映
する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

‐

予
定
通
り

終
了

　本事業は、平成31年度に終了予定の事業である。事業から得られた成果と課題を今後の施策の企画や推進に反映すること。

行政事業レビュー推進チームの所見

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0001

農林水産省

１２百万円

民間団体

委託

・ガイドライン分野別調査

・ガイドライン改訂案の作成 等



-

（ ）

　

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
一般財団法人食品安全マネジメント協会ＨＰ　承認/適合証明された組織一覧

チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
事業実施主体から提出される事業成果状況報告書をもとに算定

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法
（ＨＡＣＣＰ支援法）（平成10年法律第59号）第１条及び
第３条

主要政策・施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

達成度 ％

-

研修参加者数に占める研
修後HACCPの導入や改善
に向け行動を起こした参加
者数の割合を80％以上と
する。

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

食品の品質・安全管理サポート事業 担当部局庁 食料産業局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 食品製造課食品企業行動室
食品製造課食品企業行動室
長　都築　伸幸

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

・加工、販売の事業を行う農林漁業者向けに関連する業界団体が無い又はサポートが困難な分野のHACCP手引書の作成等［委託］
・食品事業者が実施を義務づけられるHACCPに沿った衛生管理のための人材育成並びにHACCPによる工程管理システムの導入・運用を適切に指導できる
伝道師の養成を支援［補助率：定額］
・品目・業態に即した危害要因分析や衛生管理のモデルプラン等を含むHACCP手引書の作成［補助率：定額］

- -

-

- -

- -

研修後HACCPの導入や改
善に向け行動を起こした参
加者数の割合（％：研修後
HACCPの導入や改善に向
け行動を起こした参加者数
/研修参加者数）×100）

-

件

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

--

0

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

日本の食品関連事業者による食品の品質管理と消費者の信頼の向上のため、安全な食品を供給することは、食品の製造・流通において最も重要な事項で
あり、食品を安全に生産し、そのことを証明する手段としてHACCPは、各国の規制にも取り入れられつつあるものである。しかしながら、HACCPの考え方に
沿った衛生管理に取り組んでいる者は3割程度となっていることから、国内の食品関連事業者の衛生・品質管理向上のため、HACCP導入を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 147 177

0 0

執行率（％） - - -

日本発食品安全管理規格
の適合証明数を平成33年
度までに1,000件以上とす
る。

日本発食品安全管理規格
の適合証明された組織数

成果実績 件

目標値

-

80

-

- - - - -

- 1,000

・食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
・未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

147 177

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度33

33 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- - - - -

- - -

177

31年度当初予算

101

46

147

事業番号 新31 0002

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（目）農山漁村６次産業化
　　　対策事業費補助金

（目）農山漁村６次産業化
　　　対策委託費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

HACCP手引書の作成を支援する農山漁村６次産業化対策事業費補
助金の一部及び農山漁村６次産業化対策委託費については31年度
限りで廃止。
また、伝道師の養成に加え、次年度要求からは養成した伝道師の派
遣等を追加することとしている。

32年度要求

177

0

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

57

-

57

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

35 -

-

80

目標最終年度

40 -

事業執行額／手引書作成数

- 30

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回

千円

活動指標

計算式 　　千円/回

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

千円

活動実績 件

当初見込み 件

29年度 30年度

- - -

　　千円/件 96,390/35

計画開始時

HACCP導入等にかかる研修会等開催回数

30年度 31年度

-

28年度

-

回

-

- - - 2,754

計算式

HACCP手引書の作成数

41,782/57

31年度活動見込

- -

-

-

年度

49 -

目標値 ％

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

29年度 30年度

-

単位

事業執行額／研修会等開催回数

単位当たり
コスト

-

29年度 30年度

単位当たり
コスト

-

-

年度 年度

-

-

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- - -

-

29年度

-

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　日本の食品事業者による食品の安全性と国際的な信頼の向上を図るため、衛生・品質管理に関する情報等の調査・分析、ＨＡＣＣＰの導入促進等
に関する研修の実施、HACCP手引書作成等を行う。
　この支援措置により、国内の食品製造事業者の衛生・品質管理体制の強化を図るとともに、ＨＡＣＣＰ等の導入の促進に寄与する。

-

- 33
定量的指標

34

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

31年度活動見込

28年度

年度年度

733

中間目標 目標年度

28年度

28年度

実績値 ％ -

単位

食品製造事業者におけるHACCPの考え方に基づいた
衛生管理を実施している事業者の割合

施策 ①　国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保

政策 １　食料の安定供給の確保

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
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程
表
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1
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事業番号 事業名所管府省名

‐

国には食品の安全確保に関する施策を総合的に策定・実施
する責務があり、流通する食品の安全管理について一定以
上の水準を保ち、全体の底上げを図る責任がある。HACCP
導入は、人材育成に相当のコストがかかるため、民間に委
ねた場合、特に中小の企業にとっては大きな費用負担を要
することとなり対応が難しい。また、内容について国際的な
整合性を保ちつつ、地域間のばらつきを抑えて普及させる必
要があるため、地方自治体にHACCP関連事業の全てを委
ねることはできない。

○

評　価項　　目

食品の安全性の向上は、国民生活の大前提であり、食品産
業の発展に欠かせない要素である。食品衛生法改正法によ
りHACCPに沿った衛生管理について2018年6月に制度化さ
れたこと、また、米国等諸外国への輸出の際にはHACCP対
応が必要となること等から、事業者からHACCP導入への支
援を求める声が高い。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－

　食の安全・安心の確保は、国民に対する食料安定供給を責務とする国にとって大前提となるものであり、食品製造業者等における品質管理
体制の強化を推進する必要がある。また、食品衛生法改正法によりHACCPに沿った衛生管理について2018年6月に制度化されたことから、導
入支援は優先度が高くなっており、国が本事業により、食品製造業者等の品質管理担当者の能力向上を図る研修の開催等や、中小規模の事
業者が取り組むための手引書の作成に対して支援を行うことは有効性がある。

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

今後、国内の全ての食品事業者に対するHACCP制度化を
円滑に進めるため、その猶予期間終了までに、各事業者が
円滑にHACCPを導入する必要がある。また、海外市場の需
要を取り込むことが喫緊の課題である中、米国やEU等への
輸出を促進していくためにはHACCPの導入が必須であり、
本事業の優先度は高い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

外部有識者点検対象外

効率的な事業の実施に努め、事業が適正なコスト意識のもとで行われているかの評価を行うこととする。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

　本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成29年度 0017

- 平成25年度 新25-0011

平成26年度 0136 平成27年度 0031 平成28年度 0019

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0002

農林水産省

１４７百万円

Ａ．民間団体等

（１団体等）

４６百万円

委託【一般競争契約（総合評価）】

農林漁業者等向けHACCP手引書の作成

Ｂ．民間団体等

（３団体等）

１０１百万円

【補助金等交付】

HACCPに関する普及啓発、調査・分析等
研修会等の開催及びフォローアップ
食品業界団体のHACCP手引書の作成



-

（ ）

　

201

1,000

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（目）農林水産物・食品輸出
促進対策事業費補助金

（目）農林水産物・食品輸出
促進対策地方公共団体事

業費補助金

（目）農林水産物・食品輸出
促進対策調査等委託費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

グローバル産地形成を具体的に進めるための詳細な調査、計画の策
定など、輸出向け産地形成・拡大を本格的に進める取り組みの規模
の拡大。
令和２年度からは、民間団体等向け補助金を廃止し、新たに地方公
共団体向け補助金を創設。

32年度要求

402

事業番号 新31 0003

-

31年度当初予算

134

-

68

153 1,603

年度35

・農林水産業の輸出力強化戦略(平成28年5月19日)
・食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
・日本再興戦略改訂2016（平成28年6月2日閣議決定）
・農林水産業・地域の活力創造プラン（平成25年12月10日決
定、平成26年6月24日改訂、平成28年11月29日改訂、平成29
年12月８日改訂、平成30年６月1日改訂）
・未来投資戦略2018(平成30年6月15日閣議決定)

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- 49

153 1,603

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

-

50

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 202 1,603

0 0

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３５年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

農林水産物・食品の輸出を２０１９年に１兆円とする政策目標を達成するためには、近年の実績を上回る更なる輸出拡大が不可欠。
この様な中、生産現場において、海外の具体的なニーズに対して、十分な供給体制が整っておらず、機会ロスが生じたり輸出向け産地形成に活用可能な支
援措置について、手続き、要件が様々であり、産地にとって一覧性、一貫性に欠け、使いづらいなどの課題がある。このため、当該事業において、輸出産地形
成に必要な支援を行う。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

-

0

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

〇輸出に積極的に取り組もうとする産地・農業者等が参画するコミュニティを形成し輸出に必要な情報を提供【委託費、補助率：定額】
〇グローバル産地を具体的に進めるための詳細な調査、計画の策定など輸出向け産地形成・拡大を本格的に進める準備の取組を支援【補助率：定額】

- -

-

- -

- -

輸出を実践（拡大）する産
地数

-

グローバル産地づくり推進事業 担当部局庁 食料産業局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 輸出促進課
輸出促進課長
石上　庸介

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

グローバル産地を形成し輸
出を実践（拡大）する産地
を平成35年度までに50件
創出する。

実施方法

28年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

事業実施報告書等
※本事業は、グローバル産地形成に必要な計画策定や、PDCAサイクルを回す実証等に係るソフト経費などを、3カ年の継続事業として支援す
るものであり、産地を形成するためには長期間を要するため中間目標を設定することは困難。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

チェック

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。
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- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

農林水産物・食品の輸出額

施策 ④グローバルマーケットの戦略的な開拓

政策 １．食料の安定供給の確保

測
定
指
標

実績値 億円 7,502

単位
年度年度

8,933

中間目標 目標年度

28年度

28年度

28年度

- -

31年度活動見込

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　我が国の農林水産物・食品の輸出額を１兆円に拡大させるため、「農林水産業の輸出力強化戦略」等の着実な実施に向け、戦略的なマーケティン
グの強化、輸出に取り組む事業者等への商談マッチング、新たな販路開拓等を支援する。
　この支援措置により、海外における日本産農林水産物・食品の販路が拡大し、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進及び食品産業の海
外発展の促進に寄与する。

-

- 31
定量的指標

8,071

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

-

29年度

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- - -

--

-

年度 年度

-

-

-

29年度 30年度

単位当たり
コスト

-

単位

執行額／　グローバル産地を具体的に進めるための詳
細な調査、計画の策定など輸出向け産地形成・拡大を
本格的に進めるためのグローバル産地形成計画の策

定件数

単位当たり
コスト

29年度 30年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

- -

年度

9,068 -

目標値 億円

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

-

28年度

-

件

-

- - - 68

計算式

コミュニティサイトへの登録件数

134,000／15

31年度活動見込

- -

　　千円/件 68,000／1,000

計画開始時

グローバル産地形成計画の策定件数

30年度 31年度

-

活動実績

30年度

千円

活動実績 件

当初見込み 件

29年度 30年度

- - -

- - -

- - -

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

件

千円

活動指標

計算式 　　千円/件

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

執行額／輸出に積極的に取り組もうとする産地・農業者
等が参画するコミュニティを形成し輸出に必要な情報を

提供する支援のコミュニティサイトへの登録件数

7,000 -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

10,000

目標最終年度

- -

-

- -

1,000 2,000

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

28

-

25

31年度
活動見込

32年度
活動見込

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

日本再興戦略において、政策目標とされている輸出額1兆円
を達成するための手段として位置づけられ、目標達成に向け
優先度高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

‐

本事業は、日本産農林水産物等の輸出拡大を図るため、農林水産業の輸出力強化戦略を踏まえ、輸出を行うに当たっての課題（生産現場に
おいて、海外ニーズへの機会ロス、輸出向け産地形成に活用可能な支援措置についての手続き等）の解決などを当該事業において、国が主
導して実施する必要がある。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

農林水産物の輸出促進については、国内市場が縮小する中
で、広く販路を海外に求めることにより、国内農林資産物の
発展に資するものであり社会ニーズは高い。

農林水産業の輸出力強化戦略を踏まえ、日本産農林水産
物等全体の輸出拡大を図ることとしているため、国が事業を
実施することが必要である。

○

‐

事業番号 事業名所管府省名



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0003

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

　本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

現
状
通
り

外部有識者点検対象外

　本事業は、引き続き効果的な事業の実施に努め、事業の適正なコスト意識のもとで行われているか評価を行っていく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

【 補助金等交付 】

C．民間事業等

農林水産省 202百万円

交付【 委託 】

A．民間事業者
B.地方農政局等

（７農政局、北海道農政
事務所等）

輸出に取り組もうと

する産地・農業者等
が参画するコミュニ
ティ形成と情報提供

交付事務、指導、監
督

産地づくりの計画策
定に必要な調査、

計画策定後の効果
検証に必要な支援



-

（ ）

　

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

農林水産物・輸出促進対策
調査等委託費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

平成31年度で事業終了予定

32年度要求

事業番号 新31 0004

ＩＴ戦略、知的財産

31年度当初予算

16

16 -

年度31

・食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
・未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
・農林水産業・地域の活力創造プラン（平成30年6月１日改
訂）
・世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基
本計画（平成30年6月15日閣議決定）
・知的財産推進計画2018（平成30年6月１2日決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

16 -

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

-

1

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 16 0

0 0

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３１年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　高品質・高付加価値化や生産性向上を図るためには、AI（人工知能）やIoT、ロボット技術等を活用したスマート農業の推進が重要であるが、AI技術を利用す
るソフトウェアの利用段階におけるユーザーとベンダー間の権利関係の考え方が一般的に整理されていないといった課題があり、契約トラブル等によりＡＩ農
業の開発・利用に支障が生ずるおそれがある。このため、本事業においてＡＩの利用に関する権利関係の考え方を整理するためのガイドラインを策定する必
要がある。
　また、「スマート水産データベース」（仮称）が構築・稼働されることを踏まえ、将来的に水産業におけるデータの保護と利活用を促進するための環境整備を
図る必要がある。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

-

0

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

　AI技術を利用する農業関連ソフトウェアの開発・利用の促進とあわせて、熟練農業者等の技術・ノウハウの流出防止と適正な利益分配の確保がなされるよ
う、AI技術を利用する農業関連ソフトウェアの開発・利用に関する契約の考え方や契約雛形を内容とするガイドラインを策定するとともに、水産業における
データの収集・利活用の実態を調査する。

- -

-

- -

- -

策定実施数

-

農林水産業におけるデータ保護・利活用推進委託事業 担当部局庁 食料産業局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 知的財産課
知的財産課長
尾﨑　道

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

平成31年度中に農業分野
におけるＡＩ利用に関する契
約ガイドラインを策定し、公
表する。

実施方法

28年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
食料産業局知的財産課調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

チェック

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。
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2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

農林水産物・食品の輸出額

施策 ④グローバルマーケットの戦略的な開拓

政策 １食料の安定供給の確保

測
定
指
標

実績値 億円 7,502

単位
年度年度

4,074

中間目標 目標年度

28年度

28年度

28年度

- -

31年度活動見込

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　高品質・高付加価値化や生産性向上を図るため、AI（人工知能）やIoT、ロボット技術等を活用したスマート農業を推進しており、AI技術を利用するソ
フトウェアの利用段階におけるユーザーとベンダー間の権利関係の考え方が一般的に整理されておらず、契約トラブル等によりＡＩ農業の開発・利用
に支障が生ずるおそれがあるため、ＡＩの利用に関する権利関係の考え方を整理する。
　また、「スマート水産データベース」（仮称）が構築・稼働されることを踏まえ、将来的に水産業におけるデータの保護と利活用を促進するための環境
整備する。
　これらにより、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進及び知的財産の保護・活用による農林水産物・食品の高付加価値化に寄与する。

-

- 31
定量的指標

8,071

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

-

29年度

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- - -

--

-

年度 年度

-

-

-

29年度 30年度

単位当たり
コスト

-

単位

執行額／農業分野におけるＡＩ利用に関する契約ガイド
ライン検討会開催数

単位当たり
コスト

29年度 30年度

K
P
I

(
第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

- -

年度

9,068 -

目標値 億円

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

-

28年度

-

件

-

- - - 407.4

計算式

水産業に係るデータ流通実態の漁業者、ＩＣＴベンダー、
メーカー等へのヒアリング数

12,223/3

31年度活動見込

- -

千円/件 4,074/10

計画開始時

農業分野におけるＡＩ利用に関する契約ガイドライン検
討会開催数

30年度 31年度

-

活動実績

30年度

千円

活動実績 件

当初見込み 件

29年度 30年度

- - -

- - -

- - -

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

件

千円

活動指標

計算式 千円/件

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

執行額／水産業に係るデータ流通実態ヒアリング数

7,000 -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

10,000

目標最終年度

- -

-

- -

10 -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

3

-

-

31年度
活動見込

32年度
活動見込

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

ＡＩ技術を利用する製品やサービスが実用化段階にある中、
ＡＩの開発・利用を促進・加速化することにより、高品質・高付
加価値化や生産性向上が図られ、食料の安定供給や輸出
力強化に寄与するなど、優先度の高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

-

農業振興につながるスマート農業を推進する必要があることから、農業分野におけるＡＩ利用における契約ガイドラインを策定することについて
は、権利・責任の帰属に係る契約のガイドラインという性格上、地域ごとや民間等で分散的に作成するのではなく、法曹関係者や関係団体等が
幅広く参画した中で、国が方向性を示し主導的に行う必要がある。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

農業分野において、AI技術を利用するソフトウェアの開発・
利用に関する考え方が一般的に整理されておらず、製品・
サービスの提供者と利用者の権利・責任が不明ではＡＩ農業
の開発・利用に支障が生ずるおそれがある。このため、契約
ガイドラインを策定することによりAI技術を利用する農業関
連ソフトウェアの開発・利用に関する契約の考え方や契約雛
形を整えることで、スマート農業の推進に寄与し、もって農業
振興につながると考えられ、国民や社会のニーズを的確に
反映している。

権利の帰属関係に係る契約のガイドラインという性格上、地
域ごとや民間等で分散的に作成を行うのではなく、関係団体
や関係機関の調整及び公平性を確保する観点から、国が方
向性を示すために主導的に行う必要がある。

○

‐

事業番号 事業名所管府省名



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0004 0021

終
了
予
定

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

　本事業は、平成31年度に終了予定の事業である。事業から得られた成果と課題を今後の施策の企画や推進に反映すること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

予
定
通
り

終
了

外部有識者点検対象外

　所見等を踏まえながら引き続き事業を実施し、当初の予定通り平成３１年度内に事業を終了する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

Ａ．民間団体等

16百万円

委託【随意契約（その他）】

契約ガイドライン策定、水産業

データ流通実態調査

農林水産省

16百万円



-

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

0

-

44

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

本事業により策定した防疫指針に基づいて実際に対策が行われた対象病害虫の種類数を都道府県の事業実施計画等により把握。
防疫指針は、侵入警戒調査、発生範囲の特定調査、防除対策及び根絶確認調査により構成されるものであり、後３者については病害虫の侵
入がなければ実施されないが、侵入警戒調査については常時実施すべきものであるため、本事業終了後、防疫指針を策定した全ての病害虫
について実施する予定。

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

個

計算式
百万円/種
数

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
植物防疫法第１２条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

百万円

防疫指針の策定数（事業実施期間（平成31～34年度の
４年間）をかけて72の防疫指針を策定する予定）

-

個

- -

31年度活動見込

- -

-

本事業により策定した防疫
指針に基づく対策を重要病
害虫72種類を対象に実施
する。

実施方法

28年度

％

国際基準を踏まえた防疫指針の策定委託費 担当部局庁 消費・安全局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 植物防疫課
植物防疫課長
望月　光顕

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

　国際基準に基づいて、重要病害虫の種類や危険度に応じて、侵入警戒調査手法、発生範囲の特定手法及び同定診断手法を確立するとともに、侵入した場
合の防除手法及び根絶確認手法を確立し、これらにより構成される防疫指針を策定する。

- -

-

- -

- -

本事業により策定した防疫
指針に基づいて対策を実
施した重要病害虫の数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

防疫指針１個を策定するのに要した額＝執行額／防疫
指針の策定数

単位当たり
コスト

--

-

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３４年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　我が国に発生しておらず、農業に重大な被害を及ぼすおそれのある病害虫（以下、重要病害虫という）について、侵入警戒調査を行い、病害虫が発見され
た場合の初動防除、撲滅・封じ込め及び防除対策等を効率的に実施することにより、重要病害虫の定着及びまん延の防止を図るとともに、防除等の防除コス
トの大幅な削減に資する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

種類
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 種類

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 20 20

- -

執行率（％） - - -

- - -

-

29年度

-

-

72

-

食料・農業・農村基本計画
（平成27年3月31日閣議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

20 20

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度34

-

28年度

20

31年度当初予算

20

20

事業番号 新31 0005

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

（目）食料安全保障確立対
策調査等委託費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

32年度要求

20

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。
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価
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‐

-

-

重要病害虫の侵入は全国で起こりうる事象であり、重要病害
虫に対する調査や防除対策は全国で統一的に取り組む必
要があるため、その手法の基準となる防疫指針を策定する
本事業は、国が実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

本事業は、国際基準に基づき、最新の知見も踏まえて個々
の重要病害虫に対する防疫指針を策定することで、重要病
害虫を早期発見し、確実に定着及びまん延の防止を図るも
のである。これにより、病害虫による農作物被害の発生を防
ぎ、食料の安定的な供給に資する本事業は国民や社会の
ニーズを的確に反映している。

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標計画開始時
30年度 31年度

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業では、国際基準に基づき、最新の知見も踏まえて
個々の重要病害虫に対する防疫指針を策定することとして
おり、これらの防疫指針に基づいた防除対策を実施すること
により、重要病害虫を早期発見し、その定着及びまん延の防
止体制の高度化を実現することにより、病害虫による農作物
被害の発生を防ぎ、食料の安定的な供給に資するものであ
り、優先度が高い。

-

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

- -

○

-

単位

29年度 30年度

‐

‐

-

‐

-

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

○

-

国
費
投
入
の
必
要
性

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国際基準を踏まえ、最新の知見を基に個々の重要病害虫に対する防疫指針を策定することで、重要病害虫の定着及びまん延の防止を図ることによ
り、病害虫による農作物被害の発生を防ぎ、食料の安定的な供給に寄与する。

-

- -
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

中間目標 目標年度
28年度

実績値 - -

単位

-

施策 ⑤　様々なリスクに対応した総合的な食料安全保障の確立

政策 １　食料の安定供給の確保

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

事業番号 事業名所管府省名

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

・本事業は、国際基準に基づき、最新の知見も踏まえて個々の重要病害虫に対する防疫指針を策定することで、重要病害虫を早期発見し、そ
の定着及びまん延の防止体制の高度化を図るものである。これにより、病害虫による農作物被害の発生を防ぎ、食料の安定的な供給に資す
る本事業は国民や社会のニーズを的確に把握しているとともに、優先度が高い事業である。
・重要病害虫の侵入は全国で起こりうる事象であり、重要病害虫に対する調査や防除対策は全国で統一的に取り組む必要があるため、その手
法の基準となる防疫指針を策定する本事業は、国が実施すべき事業である。

‐

-

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

外部有識者点検対象外

　引き続き、効率的な事業の実施に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

‐

現
状
通
り

　本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

-

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0005

農林水産省

２０百万円

民間団体等

２０百万円

【公募】



-

（ ）

25,956

3,651

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

農業・食品産業強化対策
整備交付金

農業・食品産業強化対策
推進交付金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

これまでの要望等の実績から考えて、予算規模を増額。
「新しい日本ための優先課題推進枠」29,607百万円。

32年度要求

事業番号 新31 0006

-

31年度当初予算

20,372

2,869

23,241 29,607

年度33

33 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

年度

- - - - -

- - -

食料・農業・農村基本計画
日本再興戦略
農林水産業・地域の活力創造プラン

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

23,241 29,607

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度

-

5

-

- - - - -

- 5

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 23,241 29,607

- -

執行率（％） - - -

(アウトカム)
耕種作物において、事業開
始前直近年から事業完了５
年以内に輸出向け出荷量
又は出荷額の増加割合
５％以上増加

整備した輸出対応の施設
における耕種作物の輸出
向け出荷量又は出荷額の
増加率

成果実績 ％

目標値

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

我が国農業は、輸入農畜産物の増加、農業従事者の減少・高齢化、耕作放棄地の増加、流通合理化の必要性等の問題に直面しており、消費者・実需者ニー
ズを踏まえた国産農畜産物安定供給体制の構築や経営発展に意欲的に取り組む地域農業の担い手の育成・確保が課題となっている。
このため、産地の収益力強化と担い手の経営発展を推進する必要があることから、本事業により、産地・担い手の発展の状況に応じて、必要な農業用機械・
施設の導入を切れ目なく支援する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

-

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

-

29年度

１　産地基幹施設等支援タイプ
　①　地域農業において中心的な役割を果たしている農業法人や農業者団体等による産地の基幹施設の導入を支援。
　②　品質・衛生管理の強化等を図る卸売市場施設、産地・消費地での共同配送等に必要なストックポイント等の整備を支援。
　③　卸売市場の生鮮食料品等の安定供給機能を維持するため、BCP等の内容を踏まえた非常用電源の設置・改修を支援。
　　（補助率：1/2以内等）
２　先進的農業経営確立支援タイプ
　農業法人等が、自らの創意工夫と判断により経営の高度化に必要な農業用機械・施設の導入を支援。
　　（補助率：3/10以内等）
３　地域担い手育成支援タイプ
　農業者が経営基盤を確立し、更に発展するために必要な農業用機械・施設の導入を支援。
　　（補助率：3/10以内等）

- -

-

- -

- -

整備した施設における販売
額の増加率又は生産コスト
等の削減率

-

％

強い農業・担い手づくり総合支援交付金 担当部局庁 生産局 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 総務課　生産推進室
生産推進室長
郡　健次

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

（アウトカム）
整備した施設の活用によ
り、事業前開始直近年から
事業完了５年以内等に販
売額を５%以上増加又は生
産コスト等を５%以上削減

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
卸売市場法（昭和46年法律第35号）

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省調べ

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



年度 32 年度

指定野菜（ばれいしょを除く）における加工・業務向け出
荷量の増減率

施策 （1）国産農畜産物の競争力の強化

政策 ⑨需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

測
定
指
標

実績値 % 114

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

28年度

28年度

中間目標 目標最終年度

年度

--

28年度 29年度 30年度

-

年度

- - - - -

年度

33 年度

- - - - -

-

目標最終年度

- - - - 5

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

高付加価値化や生産コストの低減など、産地の収益力強化や合理化を図る取組に必要な産地基幹施設等の整備や再編を支援することにより、野菜
の生産・供給体制が強化されることから、特に輸入品のシェアが大きい指定野菜の加工・業務向け出荷量の増大に寄与する。

30 37
定量的指標

111

-

29年度

-

％

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

-

28年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

33

％

目標値

単位

交付実績／事業実施件数

単位当たり
コスト

30年度
中間目標

--

単位

29年度 30年度

目標値

成果指標 29年度

整備した輸出対応施設に
おける畜産物の輸出向け
出荷量又は出荷額の増加
率

成果実績

％

80

- -

115 115

目標値 %

％

-

- -

31年度活動見込

- -

（アウトカム）
事業実施地区における必
須成果目標（付加価値額の
拡大）を達成している担い
手の割合が８割以上

事業実施地区における必
須成果目標を達成している
担い手の割合
（成果実績=目標達成担い
手数/目標設定担い手数）

成果実績

-

- -

％

事業実施件数

(アウトカム)
畜産物において、事業開始
前直近年から事業完了５年
以内に輸出向け出荷量又
は出荷額の増加割合５％
以上増加

-

活動実績

30年度

百万円/件

- - -

28年度 29年度 30年度

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

-

％

達成度

成果指標

-

計算式 百万円/件

単位

111 117

単位

定量的な成果目標

-

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

168123 123

施策 （2）食品産業の競争力の強化

測
定
指
標

中間目標 目標年度

1中央卸売市場当たりの取扱金額

実績値 億円 660 - -

目標値 億円 - - 701 - 719

29年度 30年度定量的指標 単位 28年度

- -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により食品流通の合理化が図られ、1中央卸売市場当たりの取扱金額の増加に寄与する。

政策 ③生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要の開拓

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

587

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省調べ

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省調べ

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-

-

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

-

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

‐

-

‐

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

- -

○

-

単位

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

食料・農業・農村基本計画において定められた農畜産物の
安定供給・輸出拡大に資するものであり、また、農業の担い
手の育成・確保に向けた取組を更に進めるものであることか
ら、優先度の高い事業である。

-

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

無

年度

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

‐

計画開始時
30年度 31年度

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

施設の共同化や機能向上による高付加価値化、低ｺｽﾄ化の
促進により、品質・価格等の面で消費者のﾆｰｽﾞに対応してい
る。
また、適切な人・農地プラン等が作成されている地域を対象
としており、プランの作成を通じて地域内の関係者による今
後の地域農業のあり方について合意形成が図られているこ
とから、国民・社会ニーズは反映されている。

目標最終年度

-

本交付金は、農業者の減少と高齢化が進む中、国民の食料
の安定供給を図り農業の持続的発展を実現するため、国産
農畜産物の力強い生産供給体制の構築に向け、全国的な
視点で効率的に施設整備を行うとともに、意欲ある担い手の
育成・確保を行うものであることから、国の責務として取り組
むべき重要な事業である。

○

年度 35 年度

法人 20,800 21,800

23,100

‐

-

22,700

目標値 法人

政策

施策

測
定
指
標 法人経営体数

実績値 -

②農業の持続的な発展

（6）力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育成・確保等

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度
中間目標 目標年度

27,000 30,900 - 50,000

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

人・農地プラン等に位置付けられた中心経営体等の経営発展の段階に応じて、規模拡大等の取組等に必要となる農業機械等の導入を支援。このよ
うな支援により、地域の担い手の育成・確保を図ることで農業経営の法人化に寄与する。

財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

-



( - )

平成29年度 0137、0082

0085、0142 平成25年度 0034、0097

平成26年度 0031、0084 平成27年度 0126、0076 平成28年度 0129、0075

平成22年度 0082 平成23年度 0066、新23-0026 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0008

点検結果

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

・成果目標について成果を直接的に測れるものになっていない。
　以上のことから、「適切な成果目標の設定」を行うべきであり、本事業は「事業内容の一部改善」とする。

行政事業レビュー推進チームの所見

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

年
度
内
に

改
善
を
検

討

‐

外部有識者点検対象外

本事業は、産地の収益力強化と担い手の経営発展の推進のため、産地・担い手の発展の状況に応じて、多様なメニューにより支援しているところ
である。このため、特定の成果指標のみでは全体成果を直接的に測ることは困難であることから、各取組メニューの成果目標をもとに設定を行っ
ているが、所見を踏まえて引き続き検討してまいりたい。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

‐

‐

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

特になし

  我が国農業は、輸入農畜産物の増加、農業従事者の減少・高齢化、耕作放棄地の増加、流通合理化の必要性等の問題に直面しており、消
費者・実需者ニーズを踏まえた国産農畜産物安定供給体制の構築や経営発展に意欲的に取り組む地域農業の担い手の育成・確保が課題と
なっている。
　本交付金は、施設の共同化や機能向上による高付加価値化、低コスト化等を図る取組への支援により、産地の収益力を強化し、品質・価格
等の消費者ニーズに対応可能な生産体制を確立することで、農畜産物の安定供給に資するものである。
　また、人・農地プラン等に位置づけられた担い手の経営発展に必要となる農業機械等の導入の支援により、経営発展に意欲的に取り組む地
域農業の担い手の育成・確保に資するものであることから、政策的な優先度が高い事業である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 事業名所管府省名



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

農林水産省

C 北海道B 都道府県

A 地方農政局等

都府県下の市町村に対する

交付金の交付事務、事業実

施主体への交付金の交付事

務、事業推進に必要な事務、

指導監督、調整、調査検討等

D 市町村

道下の市町村に対する交付金

の交付事務、事業実施主体へ

の交付金の交付事務、事業推

進に必要な事務、指導監督、

調整、調査検討等

事業実施主体への交付金の交付事
務、指導監督、調整、調査検討、共同
利用施設の整備等

E 農業者の組織する団体等

穀類乾燥調製貯蔵施設、集出荷貯蔵施設、農産物処理加工
施設、家畜飼養管理施設、生産技術高度化施設等

【交付】 【交付】

【交付・補助】

【補助】 【補助】 【補助】

１ 産地基幹施設等支援タイプ



農 林 水 産 省

Ａ 地方農政局等

Ｂ 都道府県

Ｃ 市町村

Ｄ 中心経営体等 Ｅ. 都道府県農業信用基金協会

管内の府県に対する補助金の交付事務、指導監督等
業務

【補助金等交付】

管内の市町村に対する補助金の交付事務、指導監督等

【補助金等交付】

【補助金等交付】
【補助金等交付】

２ 先進的農業経営確立支援タイプ及び地域担い手育成支援タイプ



-

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省生産局園芸作物課調べ「果樹経営支援対策事業の実績」（取組面積）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省統計部「野菜生産出荷統計」（加工向け及び業務用の出荷量）

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

果樹農業振興特別措置法第４条の４，第７条
独立行政法人農畜産業振興機構法第10条第４号
有機農業の推進に関する法律(平成18年法律第112号）
第８条
酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律第３章の２

主要政策・施策

達成度 ％

-

指定野菜（ばれいしょを除
く）における加工・業務用向
け出荷量の増減率（平成27
年度（基準年：100％）に対
し、平成37年度までに
150％まで増加）

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

持続的生産強化対策事業 担当部局庁 生産局 作成責任者

事業開始年度

補助、交付

担当課室 総務課　生産推進室
生産推進室長
郡　健次

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

１．農産・畜産を問わず、現場の課題が迅速に解決されるよう、①野菜・②施設園芸、③果樹、④花き、⑤茶、⑥畜産、⑦有機等に関する支援メニューを設け
つつ、重点課題の解決に向けた取組を支援するとともに（農業者等向け補助金）（補助率：定額、1／２以内等）
２．各産地の課題解決に向けた「処方箋」の策定をはじめ、都道府県のイニシアチブの下で行う⑧新たな園芸産地の形成、⑨GAP指導員による指導活動や認
証取得拡大の推進等を支援（都道府県向け交付金）（補助率：定額）

- -

-

- -

- -

増減率の平均（ただし、評
価時期に評価対象年度の
実績を把握できないため、
前年度の値を用いて評価）

-

ha

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

--

-

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

農業者等の高齢化が進行し、産地の生産基盤等が脆弱化する中で、産地の持続的な生産力強化を図ることは重要な課題であり、このため、農業者や農業法
人、民間団体等が行う生産性向上や販売力強化等に向けた取組を支援するとともに、地方公共団体が主導する産地全体の発展を図る取組等を総合的に支
援する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 20,165 23,314

- -

執行率（％） - - -

主要果実（かんきつ類、り
んご及びぶどう）の優良品
目・品種への改植等面積を
H25の6,658haからH37に
21,150haまで増加

消費者・実需者ニーズに対
応した優良果実の供給拡
大

成果実績 ha

目標値

-

150

-

- - - - -

- 21,150

食料・農業・農村基本計画、農林水産業・地域の活力創造プ
ラン、日本再興戦略、経済財政運営と改革の基本指針、未来
投資戦略、果樹農業振興基本方針、有機農業の推進に関す
る基本的な方針、農業競争力強化プログラム、酪農及び肉用
牛生産の近代化を図るための基本方針

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

125

-

- -

20,165 23,314

関係する
計画、通知等

達成度

-

33

-

年度 年度37

37 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

32 年度

- - - - -

- - 15,100

23,314

31年度当初予算

12,808

1,120

6,237

20,165

6,237

事業番号 新31 0007

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国産農産物生産・供給体制
強化対策事業費補助金

国産農産物生産・供給体制
強化対策交付金

持続的酪農経営支援事業
交付金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

これまでの要望等の実績から考えて、予算規模を増額。

32年度要求

15,846

1,231

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



☑

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
総務省「家計調査年報」

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
茶改植等支援事業実績報告書取りまとめ。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省調べ

チェック

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

450

-

-

168

目標年度

- 年度 37

123 -111 117

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

-

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

達成度

定量的な成果目標

成果指標

件数

計算式 百万円/件

単位

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

-

単位

ha

千頭

経済樹齢を大幅に超えた
茶園の解消面積（累計）

成果実績

目標値 ha

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

百万円/件

-

％

事業実施件数

若年層(20代～40代)の花き
購入額を平成27年度から
平成32年度まで減少させな
いこと

単位 28年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

平成36年度までに子畜の
出生頭数を増加させる（乳
用牛産子：744千頭／年、
肉用牛産子：547千頭／年）

乳用牛及び肉用牛におけ
る年間産子数

成果実績

-

-

29年度

件数

- 20,165/450

31年度活動見込

- -

平成31年度に、経済樹齢を
大幅に超えた茶園の解消
面積を累計3,000haにする。

円

- -

成果指標

115 -

目標値 ％

円

30年度
中間目標

29年度 30年度

達成度 ％

目標値

成果指標 29年度

若年層(20代～40代)の花き
購入額

成果実績
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

32

千頭

目標値

単位

交付実績／事業実施件数

単位当たり
コスト

30年度
中間目標

--

単位 28年度

-

-

8.9 10 11 - -

目標値 ％ 8

万トン実績値

9

定量的指標
年度

万トン -

17

750

全国の生乳生産量

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

％

- - -

-

29年度

-

10 12

- 37
定量的指標

111

目標最終年度

- - - - 8,725

年度

31 年度

31 年度

- - - - -

-

年度

- - - - -

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 3,000

- - - - -

中間目標 目標最終年度

- 年度

- -

- -

28年度 29年度 30年度

- - -

-

--

28年度 29年度 30年度

年度年度

45

中間目標 目標年度

28年度

28年度

実績値 ％ 114

単位

-

目標年度

32 年度 37 年度

中間目標

- 728 -

目標値

指定野菜（ばれいしょを除く）における加工・業務向け出
荷量の増減率

- 747

消費者・実需者ニーズに対応した優良果実の供給拡大
（優良果実の供給面積割合）

実績値 ％

施策 （1）国産農畜産物の競争力の強化

政策 ⑨需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

測
定
指
標

-

乳用牛産子：744

肉用牛産子：547



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

4,500 4,700

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

GAPの指導者や生産者リーダーを養成する研修会の開催等のGAPの導入支援や質の向上により、国産農作物の安全性及び安定供給に寄与する。

政策
①国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保
⑪先端技術の活用等による生産・流通システムの革新等

-

消費者・実需者等のニーズを安定的・持続的に満たすため
には、全国的に生産の底上げが不可欠であり、国による全
国的観点からの事業推進が必要。

○

（農産）GAP認証取得経営体数

実績値
経営体

数
5,300 - -

目標値
経営体

数
- 5,500 8,700 - 13,500

29年度 30年度定量的指標 単位 28年度

施策
（1）科学の進展等を踏まえた食品の安全確保の取組の強化
（3）効率的な農作業安全対策の推進

測
定
指
標

中間目標 目標年度

-

評　価項　　目

野菜・施設園芸、果樹、畜産等の各品目について、消費者・
実需者等のニーズを安定的・持続的に満たせるよう、生産性
向上等に向けた取組等を推進するものである。

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標計画開始時
30年度 31年度

万トン 46

-

年度

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

持続的な生産力強化等に向け、野菜・施設園芸、果樹、畜産
等の各品目について、生産性向上や販売力強化等に向けた
取組等を支援するものであり、食料・農業・農村基本計画の
目標「農業の持続的な発展」の「需要構造等の変化に対応し
た生産・供給体制の改革」の達成手段として必要かつ重要な
事業として、優先度は高い。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

○

単位

-

-

48 -

年度

37

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

- 年度
定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

47

○

国
費
投
入
の
必
要
性

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

【指定野菜（ばれいしょを除く）における加工・業務向け出荷量の増減率】産地の生産・供給体制の構造改革に向け、新たな野菜産地の育成による生
産拡大や加工・業務用野菜の生産基盤強化に係る各取組を支援することにより、事業実施地区における成果に加え、産地全体への波及効果も含め
て国産供給力が強化されることで、野菜の生産量の増大に寄与。
【消費者・実需者ニーズに対応した優良果実の供給拡大（優良果実の供給面積割合）】果樹農業の持続的発展を図るため、産地自らが策定した産地
計画に基づき、目指すべき産地の実現に向けた優良品目・品種への転換、小規模園地整備など前向きな取組を行う担い手や産地を支援することに
より、優良果実の生産拡大等を図ることで、国産果実の需要の安定確保及び果樹経営の安定的発展に寄与している。
【全国の生乳生産量】ふん尿の還元等に必要な飼料作付面積の確保を前提として酪農家が行う環境負荷軽減の取組（資源循環促進、地球温暖化防
止、生物多様性保全等）を支援することにより、持続可能な酪農経営の確立を図っている。また、乳用牛からの子牛の出生頭数が増加することによ
り、搾乳牛の増加につながり、生乳の持続的な再生産が可能となる。これらの結果、生乳生産量の増加に寄与する。
【国産牛肉の生産量】肉用牛の子畜出生頭数が増加することにより、国産牛肉の生産量の増大に寄与する。

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

-

51 52 52 - 52目標値 万トン

年度

中間目標 目標年度

国産食肉の利用拡大のための国産牛肉の生産量

実績値

-

達成度 ％ -

年度 31 年度

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8



-

事業番号 事業名所管府省名

‐

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

特になし

農業者等の高齢化が進行し、産地の生産基盤等が脆弱化する中で、産地の持続的な生産力強化を図ることは重要な課題である。農業者等に
よる生産性向上や販売力強化等の取組、地方公共団体が主導する産地全体の発展を図る取組等に対する支援を行う本事業は、産地の生産
力強化が促進されるため、政策的な優先度が高い事業である。

‐

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

外部有識者点検対象外

　本事業は、引き続き効率的な事業実施に努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

無

現
状
通
り

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 -

‐

　本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

-

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

‐

・産地活性化総合対策事業等既存対策(0145)のほか、平成31年度からの新規対策を含め、全12対策を一つの事業に大括り化
【継続対策】
①新しい園芸産地づくり支援(0155)、②次世代施設園芸拡大支援(0148)、③果樹農業好循環形成総合対策(0142)、④産地活性化総合対策事業の一部（茶・薬用
作物等地域特産作物等）(0146)、⑤GAP拡大推進加速化(新30-001)、⑥畜産GAP拡大推進加速化(新30-001)、⑦有機農産物安定供給体制構築(0199)、⑧国産
牛乳乳製品需要・消費拡大対策(0129、0149)
【新規対策】
⑨花き支援対策、⑩ICTを活用した畜産経営体の生産性向上対策（畜産経営体生産性向上対策事業）(0157)、⑪環境負荷軽減に向けた酪農経営支援対策
(0140)、⑫次世代につなぐ営農体系確立支援

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

無

点検結果

-

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0009

農林水産省

地方農政局等

民間団体等



別紙１

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

目標値は、「地球温暖化対策計画」（平成28年5月13日閣議決定）における農地土壌炭素吸収源対策による土壌炭素貯留量（吸収量）目標を
元に、我が国の全耕地に対する本事業の交付予定面積の割合を乗じて設定。
出典：「地球温暖化対策計画」（平成28年5月13日閣議決定）、農林水産省「耕地及び作付面積統計」、生産局畜産企画課収集データ

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
公益財団法人日本特産農産物協会「薬用作物及び和紙原料等に関する資料」

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

生産局農業環境対策課収集データ
※　評価実施時期に評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの目標値・実績値は前年度の値を記入。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省生産局園芸作物課調べ「園芸用施設及び農業用廃プラスチックに関する実態」

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
次世代施設園芸導入加速化支援事業実施状況報告書

（畜産）GAP
平成32年度までに畜産
GAP認証取得経営体数を
1,150以上確保

畜産GAPの認証取得経営
体数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

- - - - -

目標値 経営体数

成果実績 経営体数

単位 28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度

-

- - - - ▲ 30

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

複合環境制御装置を導入
した園芸施設の面積を10
年間で２割増加

複合環境制御装置の設置
面積（指標は隔年で実施し
ている調査により把握し、
取りまとめ時期は調査対象
年度の2年後となっている
ため、成果実績、目標値は
前々年度値を記載してい
る）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

整備地区において化石燃
料使用量を５年間で概ね
30％削減

化石燃料の使用量（目標年
度に報告）

成果実績

目標値 ％

％

達成度 ％

目標値

成果実績

％

- - - - -

- -

ha

ha

単位

- - - - -

- - -

- - 1

- -

- -

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

薬用作物の栽培面積を平
成27年の524haから平成32
年の630haに増大（＋
106ha）

薬用作物の栽培面積
（評価実施時期に、評価対
象年の実績値を把握でき
ないことから、前々年度の
実績値を用いて評価）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

全耕地面積に占める有機
農業の取組面積の割合：
１％（平成31年度）

全耕地面積に占める有機
農業の取組面積の割合

成果実績

目標値 ％

％

達成度

目標値 ha

成果実績 ha

単位

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

全国の飲用向け生乳生産
量のうち、学乳用の消費が
占める１割強（36万トン）を
維持する

酪農及び肉用牛生産の振
興に関する法律に基づき、
年度ごとに定められる学校
給食供給計画数量

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

環境負荷軽減の取組によ
る温室効果ガス削減量（土
壌炭素吸収量）の確保

温室効果ガス削減量（土壌
炭素吸収量）

成果実績

目標値 万ｔ-CO2

万ｔ-CO2

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

・学校基本調査（文部科学省）
・学校給食用牛乳供給実績（農林水産省）

- -

目標値 kl

成果実績 kl

単位
年度

28年度 29年度 30年度
中間目標

- - -

- - -

目標最終年度

年度

- - - - -

- - - - -

- - - - -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

32 年度 42 年度

- - - -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度 32 年度

-

- 630

- - - - -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度 31 年度

- - -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度 36 年度

1,247

- - - - -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度 32 年度

-

- - - - -

- - - -

32 年度

- - 1,150

- - - - -

農林水産省調べ

- -

65～76 64～82



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省調べ

- - - - -

- - - - 13,500

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

（農産）GAP
平成31年度までに現状（平
成29年4月末時点）の３倍
以上の認証取得

GAP認証取得経営体数

成果実績

目標値 経営体数

経営体数

達成度 ％

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度 31 年度

- - - - -



-

（ ）

29

327

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国産農産物生産・供給体制
強化対策事業費補助金

牛肉等関税財源国産畜産
物生産・供給体制強化対策

費補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

大括り化事業の細事業間での取組の組み替え及び事業内容の一部
拡充による事業費の減。

32年度要求

事業番号 新31 0008

-

31年度当初予算

19

501

520 356

年度37

37 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

32 年度

- - - - -

- - 4

食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針（平成
27年3月31日策定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

42

-

- -

520 356

関係する
計画、通知等

達成度

-

32

-

年度

-

50

-

- - - - -

- 4

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 万TDNトン

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 520 356

- -

執行率（％） - - -

国産原料由来のエコフィー
ドの生産量50万TDNトンの
達成に必要なエコフィード
の生産拡大量。

エコフィードの生産拡大量

成果実績 万TDNトン

目標値

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

食料・農業・農村基本計画で定めた飼料自給率目標40％を達成し、輸入飼料価格の動向に左右されにくい国内の飼料生産基盤に立脚した力強い畜産経営
を確立するため、放牧、国産濃厚飼料、未利用資源を利用する取組を支援するとともに、有機畜産物生産の取組を支援する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

万TDNトン

-

-

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

-

29年度

　未利用資源を活用した事例の普及・有効活用のためのシステム構築、地域の未利用資源活用の取組やエコフィ－ド生産拡大、肉用繁殖雌牛等の放牧を通
じた地域内一貫生産体制の構築、放牧による有機畜産に係る事例調査、放牧利用畜産物の普及、国産濃厚飼料の生産利用拡大等の取組を支援（定額、１
／２以内）

- -

-

- -

- -

国産原料由来のエコフィー
ドの生産

-

万TDNトン

畜産生産力・生産体制強化対策事業のうち
国産飼料資源生産利用拡大対策 担当部局庁 生産局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 畜産部飼料課 飼料課長　関村静雄

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

平成37年度に、国産原料由来
のエコフィードの生産量を50万
TDNトンまで引き上げる。※
TDN:Total Digestible
Nutrients(可消化費分総量)の
略

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
飼料課調べ（飼料自給率より）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
飼料課調べ（飼料自給率より）

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



単位当たり
コスト

算出根拠

円

単位

253,631,000円/35箇所

30年度

計算式 円/箇所

子実用とうもろこし等の国産濃厚飼料生産の実証に係
る事業費／子実用とうもろこし等の国産濃厚飼料生産

の実証箇所数

単位当たり
コスト

28年度 29年度 30年度 31年度活動見込

- -

- 180,882,000円/10箇所

32年度
活動見込

- -

522

28年度

-

28年度

- -

- -

28年度 29年度 30年度

- - -

-

-- -

中間目標 目標最終年度

年度

- 3,000

- - - - -

年度

- - - - -

年度

34 年度

- -

31年度活動見込

目標最終年度

- - - - 50

28年度 30年度

-

- - -

29年度

-

-

円

箇所

当初見込み

放牧を活用した肉用牛・酪農基盤強化の取組数
活動実績 箇所

当初見込み 箇所

-

算出根拠

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

- - -

達成度

18,088,200

- -

円/箇所

-

放牧を活用した肉用牛・酪農基盤強化の取組に係る事
業費／放牧を活用した肉用牛・酪農基盤強化の取組数

28年度

29年度 30年度

-

計算式

単位当たり
コスト

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

34

単位

検討会・表彰式・セミナー等実施に係る事業費／検討
会・表彰式・セミナー等実施回数

単位当たり
コスト

30年度
中間目標

--

単位

単位当たり
コスト

-

達成度 ％

目標値

成果指標 29年度

放牧頭数

成果実績

万頭

成果指標

万頭

子実用とうもろこし等作付
面積の増加

-

28年度

-

件

-

- - - 2,317

28年度 29年度 31年度活動見込

計算式

飼料製造事業者等における食品残さ等の利用拡大量

6,791千円/13件

-

31年度活動見込

- -

7,246,600

千円/千トン 11,083千円/4,783トン

単位

％

検討会・表彰式・セミナー等実施回数

放牧頭数の増加

活動指標

-

活動実績

30年度

30年度

- -

千円

活動実績 トン

当初見込み トン

- - -

29年度

29年度 30年度

- - -

31年度
活動見込

10 20

- - -

- - -

28年度

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

ha

子実用とうもろこし等作付
面積

成果実績

目標値 ha

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

件

円

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

子実用とうもろこし等の国産濃厚飼料生産の実証等箇
所数

活動実績

箇所

計算式 千円/件

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

食品残さ等の利用拡大に係る事業費／食品残さ等の
利用拡大量(トン)

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

29年度

- - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

- -

4,783 3,000

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

35 35

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

13

-

13

31年度
活動見込

32年度
活動見込

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
飼料課調べ（31年度実施事業の成果把握時期：令和4年度9月末予定）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
飼料課調べ



新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-127 128 -

目標値

全国の生乳生産量

131 131

国産食肉の利用拡大のための国産牛肉の生産量

実績値 万トン

施策 （１）国産農畜産物の競争力の強化

政策 ⑨需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

測
定
指
標

目標年度

年度 37 年度

中間目標

実績値 万㌧ -

単位

128

年度年度

中間目標 目標年度
28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　国内の未利用資源を飼料化する取組、子実用とうもろこしの生産実証、放牧を活用した地域内一貫体制の構築により飼料増産を図り、生乳生産量
及び国産牛肉の生産努力目標の達成に寄与する。

-

37
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

52 -

国
費
投
入
の
必
要
性

131

○

国産食肉の利用拡大のための国産豚肉の生産量

46 47 48 - -

目標値 万トン 51

万トン実績値

52

定量的指標
年度

万トン 131

52

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

-

評価に関する説明

-

-

-

30年度
中間目標

29年度 30年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

○

単位

・未利用地の活用、栄養価の高い飼料の生産、農場残さ等
の未利用資源の活用を図る事業であり、飼料自給率目標の
達成のため、優先度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

728 -

目標値 万㌧

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

29年度

計画開始時
30年度 31年度

単位 28年度

- -

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

・輸入飼料価格の動向に左右されにくい国内の飼料生産基
盤に立脚した力強い畜産経営を確立するため、放牧、国産
濃厚飼料、未利用資源を利用する取組であり、国民への国
産畜産物の安定供給に資する事業であることから、国民や
社会のニーズを的確に反映している。

750

目標最終年度

目標年度

年度 37

747 -

-

・食料・農業・農村基本計画で定めた飼料自給率目標を達成
し、輸入飼料価格の動向に左右されにくい国内の飼料生産
基盤に立脚した力強い畜産経営を確立するため、全国的に
取り組むべき事業であることから、国の補助事業として実施
している。

○

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

受益者は、事業の補助率に応じ必要な補助残を負担してい
る。

点検結果

無

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

予算執行の効率化のため、以下の事業を平成31年度から畜産生産力・生産体制強化対策事業に大括り化
　　飼料増産総合対策事業のうち国産飼料増産対策事業(H30-0138)、畜産生産能力・体制強化推進事業のうち家畜能力等向上強化推進(Ｈ30-0139)、
　　飼料増産総合対策事業のうちエコフィード増産対策事業（H30-0141）、飼料増産総合対策事業のうち草地生産性向上対策事業(H30-0143)、
　　畜産生産能力・体制強化推進事業のうち牛の個体識別情報活用の効率化・高度化対策(Ｈ30-0149)

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

○

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

-

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 -

○

無

現
状
通
り

○

外部有識者点検対象外

事業実施主体を指導し、事業が適切に執行されるように努めるとともに、事業実績の評価を適切に行うこととする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

・支出先の選定に当たっては、公募によって競争性・透明性
を確保するとともに、外部有識者を含む事業実施主体選定
委員会において、事業の実行性や必要性、知見の有無、事
業効果の波及性について審査を行って選定しており、妥当で
ある。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

個々の細事業ごとに他の手段・方法を検討し、それと比較し
てより効果的或いは低コストで実施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

特になし

　我が国畜産・酪農の生産基盤の強化を図るためには、優れた個体の選抜・利用による家畜能力の向上、家畜の能力を十分に発揮させる環
境づくりとともに、飼料生産基盤に立脚した力強い畜産経営の確立が必要となっている。
　このため、生涯生産性の向上や多様性の確保等に資する家畜改良の推進、家畜の生産体制の改善による繁殖生産基盤の強化、草地の改
良等による草地生産性の向上、飼料生産作業の効率化や公共牧場の有効活用及び国産飼料資源の生産利用拡大による効率的な酪農・肉用
牛生産等に支援する本事業は、政策的な優先度が高い事業である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

‐

-

事業番号 事業名所管府省名

-



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

農林水産省

地方農政局等

（北海道農政事務所、地方農政局、沖

縄総合事務局）

農業者の組織する団体

国産飼料資源生産

利用拡大対策のうち

未利用資源活用対

策

農業者の組織する団体 農業者の組織する団体

国産飼料資源生産

利用拡大対策のうち

肉用牛・酪農基盤強

化対策（放牧活用

型）

国産飼料資源生産

利用拡大対策のうち

国産濃厚飼料生産

利用推進

公益社団法人中央畜産会

国産飼料資源生産利用拡

大対策のうち未利用資源

活用対策

一般社団法人日本草地畜

産種子協会

国産飼料資源生産利用拡

大対策のうち肉用牛・酪農

基盤強化対策（放牧活用

型）

一般社団法人日本草地畜

産種子協会

国産飼料資源生産利用拡

大対策のうち国産濃厚飼

料生産利用推進



-

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
枝肉成績（「肉用牛枝肉情報全国データベース」（独）家畜改良センター）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
産子検定データ（（一社）日本養豚協会）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
　畜産統計、牛乳乳製品統計（農林水産省）

一般会計

定量的な成果目標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

％

平成37年度に豚の１腹当
たり子豚総体重を69kgまで
引き上げる。

達成度 ％

kg

-

平成37年度に乳牛の1頭当
たり年間乳量を8,750kgまで
引き上げる。

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

畜産生産力・生産体制強化対策事業のうち
家畜能力等向上強化推進

担当部局庁 生産局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 畜産部畜産振興課畜産技術室
畜産技術室長
犬塚　伸明

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

kg

32年度要求

予算
の状
況

29年度

遺伝子解析情報等を活用した新たな評価手法による生涯生産性の向上、多様性を確保した家畜の系統・品種の活用促進、肉質・繁殖能力の改良の加速化
等を推進する取組を支援。（補助率：定額、１／２以内）

- -

-

- -

- -

乳牛の１頭当たり年間乳量
  (家畜改良増殖目標)

目標値

成果指標 29年度

-

豚の１腹当たり子豚総体重
 （家畜改良増殖目標）

成果実績

kg

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

37

-

30年度
中間目標

--

単位

--

28年度

0

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３４年度

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

本事業の目的は家畜改良増殖目標の達成であり、そのためには、家畜の能力等を正確に把握・分析し、多数の個体の中から優れた個体を選抜することで家
畜の能力を向上させることが不可欠である。このため、生涯生産性の向上や多様性を確保した家畜の系統・品種の活用促進等の取組を支援することにより、
我が国の畜産の生産基盤の強化を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

kg
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） kg

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 352 359

0 0

執行率（％） - - -

平成37年度に肉用牛の枝
肉重量を480kgまで引き上
げる。

肉用牛の枝肉重量
 （家畜改良増殖目標)

成果実績 kg

目標値

目標最終年度

- - - - 69

年度

-

8,750

-

- - - - -

- 480

年度

- - - - -

家畜改良増殖目標（平成27年3月31日策定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

352 359

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度37

37 年度

-

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- - - - -

- - -

-

--

359

31年度当初予算

163

189

352

事業番号 新31 0009

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国産農産物生産・供給体制
強化対策費補助金

牛肉等関税財源国産畜産
物生産・供給体制強化対策

費補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

地鶏等の安定的かつ持続的な生産を振興するため、始原生殖細胞
（PGCｓ）を用いた凍結保存等の技術の普及による近交係数の高まり
を回避した生産性及び遺伝資源再生体制の確保に向けた取組を拡
充。

32年度要求

189

170

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

727

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

53

-

53

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

26.5 26.5

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

727

-

750

目標最終年度

目標年度

31 年度 37

747 748

肉用牛の遺伝的能力評価に係る事業費／家畜の遺伝
的能力評価のためのデータ収集頭数

- -

-

-

目標値

中間目標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

単位当たり
コスト

万頭

円

活動指標

計算式 千円/千頭

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

- - -

28年度

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

30年度

- -

円

活動実績 万頭

当初見込み 万頭

- - -

29年度

29年度 30年度

- - -

30,000

千円/千頭 86,374千円／265千頭

単位

計画開始時

乳用牛改良の推進を図るためのデータ収集頭数

30年度 31年度

単位 28年度

活動指標

-

29年度

28年度

-

万頭

-

- - - 326

28年度 29年度 31年度活動見込

計算式

肉用牛改良の推進を図るためのデータ収集頭数

142,000千円/530千頭

-

31年度活動見込

- -

-

-

年度

728 -

目標値 万㌧

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

30年度
中間目標

29年度 30年度

-

単位

乳用牛の遺伝的能力評価に係る事業費／家畜の遺伝
的能力評価のためのデータ収集頭数

単位当たり
コスト

-

29年度 30年度

-

単位当たり
コスト

-

年度

- -

年度

-

-

131

-

血縁構築のための基準豚導入に係る事業費／血縁構
築のための基準豚導入頭数

46 47 48 - -

目標値 万トン 51

万トン実績値

52

定量的指標
年度

万トン 131

52

131
国産食肉の利用拡大のための国産豚肉の生産量

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

- - -

豚改良の推進を図るためのデータ収集頭数
活動実績 頭

当初見込み 頭

-

29年度

-

52 52

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　遺伝子解析情報等を活用した新たな評価手法による生涯生産性の向上、多様性を確保した家畜の系統・品種の活用促進、肉質・繁殖能力の改良
の加速化等を推進し、家畜改良増殖目標（H37）の達成に寄与する。

-

31 37
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

31年度活動見込

28年度

年度年度

268

中間目標 目標年度

28年度

28年度

30年度

計算式 千円/頭

実績値 万㌧ -

単位

128

目標年度

31 年度 37 年度

中間目標

127 128 -

目標値

全国の生乳生産量

131 131

国産食肉の利用拡大のための国産牛肉の生産量
実績値 万トン

単位当たり
コスト

算出根拠

円

施策 （１）国産農畜産物の競争力の強化

21,810千円／727頭

政策 ⑨需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度
測
定
指
標

-

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -
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-

事業番号 事業名所管府省名

‐

-

我が国畜産の国際競争力を強化するためには、全国的な規
模で家畜改良に取り組む必要があり、中立的な立場にある
（独）家畜改良センターが遺伝的能力評価を行うため、民間
からのデータ提供への協力が得られているところであり、引
き続き、国が率先して推進していく必要がある。

○

評　価項　　目

我が国における家畜改良増殖目標は、家畜改良増殖法に基
づき、消費者の畜産物に対するニーズも踏まえて設定してお
り、その達成にも資する本事業は国民や社会のニーズを的
確に反映したものとなっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

特になし

　我が国畜産・酪農の生産基盤の強化を図るためには、優れた個体の選抜・利用による家畜能力の向上、家畜の能力を十分に発揮させる環
境づくりが必要となっている。
　このため、生涯生産性の向上や多様性の確保等に資する家畜改良の推進等に支援する本事業は、政策的な優先度が高い事業である。

‐

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

個々の細事業ごとに他の手段・方法を検討し、それと比較し
てより効果的或いは低コストで実施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

外部有識者点検対象外

事業実施主体を指導し、事業が適切に執行されるように努めるとともに、事業実績の評価を適切に行うこととする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

支出先の選定に当たっては、公募によって競争性・透明性を
確保するとともに、外部有識者を含む事業実施主体選定委
員会において、事業の実行性や必要性、知見の有無、事業
効果の波及性について審査を行って選定しており、妥当であ
る。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

無

現
状
通
り

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

家畜の改良は、生産性や品質の向上を通じ、高品質な国産
畜産物の安定供給に資するものであり、優先度の高い事業
である。

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

-

○

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

○

予算執行の効率化のため、以下の事業を平成31年度から畜産生産力・生産体制強化対策事業に大括り化
　　飼料増産総合対策事業のうち国産飼料増産対策事業(H30-0138)、畜産生産能力・体制強化推進事業のうち家畜能力等向上強化推進(Ｈ30-0139)、
　　飼料増産総合対策事業のうちエコフィード増産対策事業（H30-0141）、飼料増産総合対策事業のうち草地生産性向上対策事業(H30-0143)、
　　畜産生産能力・体制強化推進事業のうち牛の個体識別情報活用の効率化・高度化対策(Ｈ30-0149)

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

受益者は、事業の補助率に応じ必要な補助残を負担してい
る。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

農林水産省

民間団体等

遺伝子解析情報を活用した長

命連産の乳用牛の改良推進

【補助】



-

（ ）

128

86

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国産農産物生産・供給体制
強化対策事業費補助金

牛肉等関税財源国産畜産
物生産・供給体制強化対策

費補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

－

32年度要求

事業番号 新31 0010

-

31年度当初予算

128

86

214 214

122,093

28年度

年度37

食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針（平成
27年3月31日策定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

4,104

-

- -

214 214

関係する
計画、通知等

達成度

-

32

-

年度

-

4,471

-

-

29年度

-

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） kg/10a

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 214 214

- -

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

食料・農業・農村基本計画で定めた飼料自給率目標40％を達成し、輸入飼料価格の動向に左右されにくい国内の飼料生産基盤に立脚した力強い畜産経営
を確立するため、気象リスクを分散するための取組や優良品種の活用による飼料作物の単収の向上を推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

kg/10a

-

-

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

草地改良に係る補助金額／草地改良面積

単位当たり
コスト

-

29年度

　不安定な気象に対応したリスク分散を図るための複数草種の導入等による草地改良、飼料作物の優良品種の迅速な普及の促進等の取組を支援。（補助
率：定額、１／２以内）

- -

-

- -

- -

飼料作物の平均単収

-

畜産生産力・生産体制強化対策事業のうち
草地生産性向上対策 担当部局庁 生産局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 畜産部飼料課 飼料課長　関村静雄

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

平成37年度までに飼料作
物の平均単収を4,471㎏
/10aまで引き上げる

実施方法

28年度

％

ha

- 105百万円/860ha

31年度活動見込

- -

草地改良面積

-

活動実績

30年度

円

- - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

ha

計算式 百万円/ha

単位

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
平成30年産作物統計・平成30年産飼料作物の収穫量

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

860

-

860

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。
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- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-127 128 -

目標値

全国の生乳生産量

131 131

国産食肉の利用拡大のための国産牛肉の生産量

実績値 万トン

施策 （１）国産農畜産物の競争力の強化

政策 ⑨需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

測
定
指
標

目標年度

年度 37 年度

中間目標

実績値 万㌧ -

単位

128

年度年度

中間目標 目標年度
28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　　不安定な気象に対応するリスク分散のための草地改良や、飼料作物の優良品種の迅速な普及及び安定供給により飼料増産を図り、生乳生産量
及び国産牛肉の生産努力目標の達成に寄与する。

-

37
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

52 -

国
費
投
入
の
必
要
性

131

○

国産食肉の利用拡大のための国産豚肉の生産量

46 47 48 - -

目標値 万トン 51

万トン実績値

52

定量的指標
年度

万トン 131

52

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

-

評価に関する説明

-

-

-

30年度
中間目標

29年度 30年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

○

単位

・飼料作物作付地の約３／４を占める牧草地の生産性向上
や優良品種の活用を通じて単収の向上を図る事業であり、
飼料自給率目標の達成のため、優先度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

728 -

目標値 万㌧

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

29年度

計画開始時
30年度 31年度

単位 28年度

- -

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

・輸入飼料価格の動向に左右されにくい国内の飼料生産基
盤に立脚した力強い畜産経営を確立するため、気象リスクを
分散するための取組や優良品種の活用による飼料作物の
単収の向上を推進することにより、国民への国産畜産物の
安定供給に資する事業であることから、国民や社会のニー
ズを的確に反映している。

750

目標最終年度

目標年度

年度 37

747 -

-

・食料・農業・農村基本計画で定めた飼料自給率目標を達成
し、輸入飼料価格の動向に左右されにくい国内の飼料生産
基盤に立脚した力強い畜産経営を確立するため、全国的に
取り組むべき事業であることから、国の補助事業として実施
している。

○

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

受益者は、事業の補助率に応じ必要な補助残を負担してい
る。

点検結果

無

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

予算執行の効率化のため、以下の事業を平成31年度から畜産生産力・生産体制強化対策事業に大括り化
　　飼料増産総合対策事業のうち国産飼料増産対策事業(H30-0138)、畜産生産能力・体制強化推進事業のうち家畜能力等向上強化推進(Ｈ30-0139)、
　　飼料増産総合対策事業のうちエコフィード増産対策事業（H30-0141）、飼料増産総合対策事業のうち草地生産性向上対策事業(H30-0143)、
　　畜産生産能力・体制強化推進事業のうち牛の個体識別情報活用の効率化・高度化対策(Ｈ30-0149)

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

○

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

-

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 -

○

無

現
状
通
り

○

外部有識者点検対象外

事業実施主体を指導し、事業が適切に執行されるように努めるとともに、事業実績の評価を適切に行うこととする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

・支出先の選定に当たっては、公募によって競争性・透明性
を確保するとともに、外部有識者を含む事業実施主体選定
委員会において、事業の実行性や必要性、知見の有無、事
業効果の波及性について審査を行って選定しており、妥当で
ある。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

個々の細事業ごとに他の手段・方法を検討し、それと比較し
てより効果的或いは低コストで実施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

特になし

　我が国畜産・酪農の生産基盤の強化を図るためには、優れた個体の選抜・利用による家畜能力の向上、家畜の能力を十分に発揮させる環
境づくりとともに、飼料生産基盤に立脚した力強い畜産経営の確立が必要となっている。
　このため、生涯生産性の向上や多様性の確保等に資する家畜改良の推進、家畜の生産体制の改善による繁殖生産基盤の強化、草地の改
良等による草地生産性の向上、飼料生産作業の効率化や公共牧場の有効活用及び国産飼料資源の生産利用拡大による効率的な酪農・肉用
牛生産等に支援する本事業は、政策的な優先度が高い事業である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

‐

-

事業番号 事業名所管府省名

-



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

農林水産省

地方農政局等

（北海道農政事務所、地方農政局、沖

縄総合事務局）

生産者集団、民間団体等

・リスク分散を図るための草地改良の取組

民間団体

・飼料作物の優良品種の迅速な普及の促進

等の取組



-

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

飼料課調べ（31年度実施事業の成果把握時期：令和２年度７月末予定）
・事業実施主体ごとに目標最終年度は異なるため、年度の記載は困難

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

飼料課調べ(31年度実施事業の成果把握時期：令和２年７月末予定)
・事業実施主体ごとに目標最終年度は異なるため、年度の記載は困難

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

飼料課調べ（31年度実施事業の成果把握時期：令和4年度9月末予定）
・事業実施主体ごとに目標最終年度は異なるため、年度の記載は困難

一般会計

定量的な成果目標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

％

（整備等推進事業）
公共牧場の経営収支比率
（収入／支出☓100）が
100％以上

達成度 ％

％

-

単位面積当たりの労働投
入量を10%以上削減

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

畜産生産力・生産体制強化対策事業のうち
飼料生産利用体系高効率化対策

担当部局庁 生産局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 畜産部飼料課 飼料課長　関村静雄

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

％

32年度要求

予算
の状
況

29年度

　飼料生産組織によるICTの活用等による効率的な作業体制構築の実証、民間や法人経営が公共牧場を活用して効率的・省力的な飼料生産・飼養管理行うた
めの放牧地整備等の取組を支援（補助率：定額、１／２以内）

- -

-

- -

- -

単位面積あたりの労働投入
量削減率

目標値

成果指標 29年度

-

経営収支比率

成果実績

件

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

30年度
中間目標

--

単位

--

28年度

-

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　畜産経営が畜産物を安定供給していくためには、経営費の４～５割を占める飼料を低コストかつ安定的に確保することが重要であり、輸入飼料価格に比べ低
コストで生産可能な国産飼料の生産・利用を推進する必要がある（飼料自給率の向上：平成37年度40％）。このため、農家の労働負担の軽減を図り、生産性を
向上させる上で、農家が作業を委託する飼料生産組織や公共牧場等の外部支援組織の体制強化を図ることにより、国産畜産物の安定供給体制を構築する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 152 601

- -

執行率（％） - - -

（全国推進事業）
公共牧場活用将来ビジョン
の策定件数

ビジョンの策定件数

成果実績 件

目標値

目標最終年度

- - - - 100

年度

-

▲ 10

-

- - - - -

- -

年度

- - - - -

食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針（平成27
年3月31日策定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

152 601

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度 年度

年度

-

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

31 年度

- - - - -

- - 5

--

601

31年度当初予算

89

63

152

事業番号 新31 0011

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国産農産物生産・供給体制
強化対策整備費補助金

牛肉等関税財源国産畜産
物生産・供給体制強化対策

費補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

大括り化事業の細事業間での組み替え及び事業内容の一部拡充によ
る事業費の増。

32年度要求

74

527

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

2

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

2

-

2

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

10 10

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

2

-

750

目標最終年度

747 -

公共牧場活用将来ビジョンの策定支援に係る事業費／
公共牧場活用将来ビジョンの策定支援地区数

- -

-

-

目標値

中間目標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

単位当たり
コスト

地区

円

活動指標

計算式 円/地区

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

- - -

28年度

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

30年度

- -

円

活動実績 地区

当初見込み 地区

- - -

29年度

29年度 30年度

- - -

-

円/地区 2,800,000円/10地区

単位

計画開始時

効率的な作業体制構築の実証地区数

30年度 31年度

活動指標

-

28年度

-

地区

-

- - - 280,000

28年度 29年度 31年度活動見込

計算式

公共牧場活用将来ビジョンの策定支援（全国推進事業）

21,094,000円/２地区

-

31年度活動見込

- -

-

-

年度

728 -

目標値 万㌧

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

29年度 30年度

-

単位

効率的な作業体制構築の実証に係る事業費／効率的
な作業体制構築の実証地区数

単位当たり
コスト

-

29年度 30年度

-

単位当たり
コスト

-

年度

- -

年度

-

-

-

公共牧場等活用に係る整備事業費／公共牧場活用に
係る整備箇所数

46 47 48 - -

目標値 万トン 51 52 52

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

- - -

公共牧場活等の整備（整備等推進事業）
活動実績 カ所

当初見込み カ所

-

29年度

-

52 -

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　ＩＣＴ等の活用や作業の見直しによる飼料生産組織の作業効率化や、公共牧場等が有する草地基盤を活用することにより飼料増産を図り、生乳生産
量及び国産牛肉の生産努力目標の達成に寄与する。

-

37
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

31年度活動見込

28年度

年度年度

10,547,000

中間目標 目標年度

28年度

28年度

30年度

計算式 　　/

実績値 万㌧ -

単位

目標年度

年度 37 年度

中間目標

全国の生乳生産量

国産食肉の利用拡大のための国産牛肉の生産量

実績値 万トン

単位当たり
コスト

算出根拠

施策 （１）国産農畜産物の競争力の強化

-

政策 ⑨需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8



-

事業番号 事業名所管府省名

‐

-

・食料・農業・農村基本計画で定めた飼料自給率目標を達成
するため、全国的に取り組むべき事業であることから、国の
補助事業として実施している。

○

評　価項　　目

・輸入飼料価格の動向に左右されにくい国内の飼料生産基
盤に立脚した足腰の強い畜産経営を確立するため、飼料生
産組織の作業の効率化や公共牧場が有する草地基盤の活
用により、国民への国産畜産物の安定供給に資することか
ら、国民や社会のニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

特になし

　我が国畜産・酪農の生産基盤の強化を図るためには、優れた個体の選抜・利用による家畜能力の向上、家畜の能力を十分に発揮させる環境
づくりとともに、飼料生産基盤に立脚した力強い畜産経営の確立が必要となっている。
　このため、生涯生産性の向上や多様性の確保等に資する家畜改良の推進、家畜の生産体制の改善による繁殖生産基盤の強化、草地の改良
等による草地生産性の向上、飼料生産作業の効率化や公共牧場の有効活用及び国産飼料資源の生産利用拡大による効率的な酪農・肉用牛
生産等に支援する本事業は、政策的な優先度が高い事業である。

‐

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

事業実施に当たっては、より効果のある手法を検討し、実施
できている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

外部有識者点検対象外

事業実施主体を指導し、事業が適切に執行されるように努めるとともに、事業実績の評価を適切に行うこととする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

・支出先の選定に当たっては、公募によって競争性・透明性を
確保するとともに、事業の実行性や必要性、知見の有無、事
業効果の波及性について審査を行って選定しており、妥当で
ある。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

無

現
状
通
り

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・食料・農業・農村基本計画に定められた飼料自給率目標の
達成に向け、全国の外部支援組織を念頭に取り組むべき事
業であるため、補助事業としての実施が必要かつ適切であ
る。
　また、農家の労働負担の軽減を図り、生産性を向上させる
上で、農家が作業を委託する飼料生産組織や公共牧場等の
外部支援組織の体制強化は優先度が高い事業である。

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

　本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

-

○

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

○

予算執行の効率化のため、以下の事業を平成31年度から畜産生産力・生産体制強化対策事業に大括り化
　　飼料増産総合対策事業のうち国産飼料増産対策事業(H30-0138)、畜産生産能力・体制強化推進事業のうち家畜能力等向上強化推進(Ｈ30-0139)、
　　飼料増産総合対策事業のうちエコフィード増産対策事業（H30-0141）、飼料増産総合対策事業のうち草地生産性向上対策事業(H30-0143)、
　　畜産生産能力・体制強化推進事業のうち牛の個体識別情報活用の効率化・高度化対策(Ｈ30-0149)

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

受益者は、事業の補助率に応じ必要な補助残を負担してい
る。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

農林水産省

Ａ 地方農政局等

（北海道農政事務所、地方農政局、沖

縄総合事務局）

Ｂ 民間団体等

飼料生産利用体系高効率化

対策のうち肉用牛・酪農基盤

強化対策（公共牧場活用型）

（地域の公共牧場等草地基

盤の活用にかかる将来ビジョ

ンの検討・策定に係る取組

等）

Ｅ 民間団体等Ｄ 農業者の組織する団体Ｃ 飼料生産組織

飼料生産利用体系高効率化

対策のうち肉用牛・酪農基盤

強化対策（公共牧場活用型）

（公共牧場等草地基盤を活用

した大規模かつ効率的な畜

産経営を実現し、全国へ波及

するための取組）

飼料生産利用体系高効率化

対策のうち肉用牛・酪農基盤

強化対策（公共牧場活用型）

（放牧場や飼養管理施設用

地等の条件整備、草地改良

等を支援）

飼料生産利用体系高効率化

対策のうち飼料生産組織高効

率化対策

（ICTの活用とあわせて、飼料

生産作業の見直し等により、

効率的な作業体制の構築を

実証）



-

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

1,445

-

1,440

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

155 150

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

頭数

活動指標

計算式 千円/頭

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

円

活動実績 人

当初見込み 人

29年度 30年度

- - -

繁殖肥育一貫経営へ移行するための交雑種雌牛導入・
和牛受精卵移植頭数

-

頭数

-

一貫化に必要な技術・経営管理等に関する研修等の参
加人数

85,650千円／1,445頭

31年度活動見込

- -

-

平成37年度までに、繁殖雌
牛の頭数を63万頭まで増
加させる。

実施方法

28年度

％

畜産生産力・生産体制強化対策事業のうち
繁殖肥育一貫経営等育成支援

担当部局庁 生産局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 畜産部畜産振興課畜産技術室
畜産技術室長
犬塚　明伸

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

（１）繁殖肥育一貫経営への円滑な移行
　交雑種雌牛を借腹として和牛の受精卵移植を行うことによる繁殖雌牛の確保の取組を支援する。（補助率：定額、１／２以内）
（２）地域内一貫生産への円滑な移行
　地域内一貫生産の仕組み作りに資する検討会の設置、コンサルタントの派遣等を支援する。（補助率：定額）
（３）人材の育成・飼料の確保
　一貫化に必要な技術、経営管理等に関する研修の実施、地域内の粗飼料供給体制の検討、公共牧場等の利活用に向けたマッチング等を支援する。
　（補助率：定額）

- -

-

- -

- -

肉用牛繁殖雌頭数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

交雑種雌牛導入・和牛受精卵移植に係る事業費／交雑
種雌牛導入・和牛受精卵移植頭数

単位当たり
コスト

--

0

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３４年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

肉用牛生産において、高齢化や離農の進展により農家戸数や飼養頭数が減少するなど、肉用牛生産基盤の弱体化が懸念されている。また、子牛価格が高
値で推移する中、肥育素牛を安定的に確保する必要がある。このため、繁殖肥育一貫経営や地域内一貫生産の推進を図り、肉用牛生産基盤を強化する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

万頭
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 万頭

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 145 105

0 0

執行率（％） - - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- - -

-

29年度

-

-

63

-

食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針（平成
27年3月31日策定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

145 105

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度37

28年度

59,273

28年度

105

31年度当初予算

0

145

145

事業番号 新31 0012

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国産農産物生産・供給体制
強化対策費補助金

牛肉等関税財源国産畜産
物生産・供給体制強化対策

費補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

32年度要求については所要額を要求。

32年度要求

0

105

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

-

肉用牛生産基盤の弱体化は全国的に生じている事象であ
り、全国的な対策が必要であることから、国が率先して取り
組むべき事業である。

○

評　価項　　目

肥育素牛の市場価格高騰等による肥育農家の経営の悪化
が懸念される中、本事業により繁殖肥育一貫経営を進める
ことで肉用牛生産基盤の強化を図ることは国民への国産牛
肉の安定供給につながることから、国民や社会のニーズを
的確に反映したものとなっている。

750

目標最終年度

目標年度

年度 37

747 -

研修会等の開催に係る事業費／研修会等の参加人数

- -

-

-

目標値

中間目標

円

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

千円/人 4,392千円／155人

計画開始時
30年度 31年度

単位 28年度 29年度

28年度

- - - 28,335

計算式 -

-

年度

728 -

目標値 万㌧

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

肉用牛生産基盤の強化を進めるためには、繁殖肥育一貫経
営や地域内一貫生産の推進を図ることが重要であり、優先
度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

○

単位

30年度
中間目標

29年度 30年度

-

-

29年度 30年度

単位当たり
コスト

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

-

評価に関する説明

-

46 47 48 - -

目標値 万トン 51

万トン実績値

52

定量的指標
年度

万トン 131

52

131

○

国産食肉の利用拡大のための国産豚肉の生産量

国
費
投
入
の
必
要
性

52 -

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

子牛価格の変動に左右されず、子牛の安定供給が可能となる繁殖肥育一貫経営や地域内一貫生産を推進することで、肉用牛の生産基盤を強化し、
より競争力の高い我が国畜産経営の確立・推進を図ることで、食料・農業・農村基本計画における国産牛肉の生産努力目標の達成に寄与する。

-

37
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

31年度活動見込

年度年度

中間目標 目標年度
28年度

実績値 万㌧ -

単位

128

目標年度

年度 37 年度

中間目標

127 128 -

目標値

全国の生乳生産量

131 131

国産食肉の利用拡大のための国産牛肉の生産量

実績値 万トン

施策 （１）国産農畜産物の競争力の強化

政策 ⑨需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

測
定
指
標

-

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8



-

事業番号 事業名所管府省名

‐

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

特になし

　我が国畜産・酪農の生産基盤の強化を図るためには、優れた個体の選抜・利用による家畜能力の向上、家畜の能力を十分に発揮させる環
境づくりが必要となっている。
　このため、家畜の生産体制の改善による繁殖生産基盤の強化等に支援する本事業は、政策的な優先度が高い事業である。

‐

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

個々の細事業ごとに他の手段・方法を検討し、それと比較し
てより効果的或いは低コストで実施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

外部有識者点検対象外

事業実施主体を指導し、事業が適切に執行されるように努めるとともに、事業実績の評価を適切に行うこととする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

支出先の選定に当たっては、公募によって競争性・透明性を
確保するとともに、外部有識者を含む事業実施主体選定委
員会において、事業の実行性や必要性、知見の有無、事業
効果の波及性について審査を行って選定しており、妥当であ
る。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

無

現
状
通
り

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 -

○

本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

-

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

○

予算執行の効率化のため、以下の事業を平成31年度から畜産生産力・生産体制強化対策事業に大括り化
　　飼料増産総合対策事業のうち国産飼料増産対策事業(H30-0138)、畜産生産能力・体制強化推進事業のうち家畜能力等向上強化推進(Ｈ30-0139)、
　　飼料増産総合対策事業のうちエコフィード増産対策事業（H30-0141）、飼料増産総合対策事業のうち草地生産性向上対策事業(H30-0143)、
　　畜産生産能力・体制強化推進事業のうち牛の個体識別情報活用の効率化・高度化対策(Ｈ30-0149)

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

無

点検結果

受益者は、事業の補助率に応じ必要な補助残を負担してい
る。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

農林水産省

事業参加農家

民間団体等

肉用牛生産の構造改革を進め

繁殖基盤の強化を図るため、肉

用牛肥育経営の一貫化や地域

内一貫生産を推進する取組

肉用牛肥育経営の一貫化、地域

内一貫生産の取組を実施

【補助】



-

（ ）

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国産農産物生産・供給体制
強化対策調査等委託費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

事業番号 新31 0013

-

31年度当初予算

46

46 -

目標最終年度

年度

食料・農業・農村基本計画

- -

46 -

関係する
計画、通知等

-

-

- - -

31
28年度 29年度 30年度

- 9

-

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 46 0

- -

執行率（％） - - -

調査成果を取りまとめ、環
境負荷軽減型酪農経営支
援事業における事業効果
分析に活用する

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３１年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

酪農経営における飼養規模の拡大等による環境問題に対処するため、ふん尿の還元等に必要な飼料作付面積の確保を前提として、酪農家が行う環境負荷
軽減の取組を支援することで、持続可能な酪農経営の確立を図る。

前年度から繰越し - - -

-

-

補正予算

予備費等

当初予算 -

-

29年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

環境負荷軽減型酪農経営支援事業において実施する酪農経営における環境負荷軽減の取組の効果検証に必要なデータの調査・分析を行い、測定手法を
作成。

- -

-

- -

- -

-

環境負荷軽減型酪農経営支援効果調査事業 担当部局庁 生産局畜産部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 畜産企画課
畜産企画課
伏見　啓二

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

実施方法

本事業は、環境負荷軽減型酪農経営支援事業の事業効果を測
定するため、必要なデータを調査・分析し測定手法を作成するこ
とを目的としており、定量的な目標を設定できない。

28年度

代替指標
中間目標

件

代替目標

件

％

定量的な目標が設定できない理由

調査を実施した件数

単位

環境負荷軽減効果を測る
ための定量化手法の確立
件数

件目標値

- -

- -

実績

活動実績 - - -

-

28年度 29年度 30年度

- - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度

件

単位

一般会計

年度

定性的な成果目標と28～30年度の達成状況・実績

当初見込み

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

600

-

-

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

全国の生乳生産量

施策 （１）国産農畜産物の競争力の強化

政策 ⑨需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

測
定
指
標

実績値 万ｔ -

単位
年度年度

76,388

中間目標 目標年度

28年度

28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は、環境負荷軽減に取り組みつつ持続的な酪農経営の実現に向けた施策の推進を図るために必要な調査をするものであり、生乳生産量の
確保に寄与する。

-

32 37
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

-

29年度

-

本事業の成果は広く農業者に及ぶため、負担を求めるべき
受益者を特定することはできない。また、上記国費投入の必
要性から、費用の全額を国が負担することは妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

‐

-

単位

執行額／調査を実施した件数

単位当たり
コスト

○

29年度 30年度

‐

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

- -

○

-

単位

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　環境負荷軽減に配慮した持続可能な酪農経営を確立する
ため、本事業は、効果検証のための測定手法を作成するも
のであることから、必要かつ適切であると同時に、優先度も
高い事業である。

-

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

無

年度

728 -

目標値 万ｔ

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

‐

- 45,833,000/600

31年度活動見込

- -

計画開始時
30年度 31年度

-

30年度

円

計算式 　　円/件数

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

評　価項　　目

  酪農経営において、環境問題に対処しながら持続可能な
酪農経営を確立することを目的とする事業であり、環境負荷
軽減や国産生乳の安定供給という国民や社会のニーズを的
確に反映している。

750

目標最終年度

747 748

-

　環境問題は全体的に取り組む課題であり、地方自治体や
民間の発意に委ねることは適当でないことから、国が実施し
ている。

○

‐

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

-



点検結果

終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　本事業は、平成31年度に終了予定の事業である。事業から得られた成果と課題を今後の施策の企画や推進に反映すること。

行政事業レビュー推進チームの所見

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

予
定
通
り

終
了

‐

外部有識者点検対象外

　本事業から得られた成果と課題についは、内容を十分に検討・精査し、今後の施策の企画や推進への反映に努める。

‐

‐

‐

-

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

引き続き、適切な事業の執行に努めていく。

　酪農経営における飼養規模の拡大等による環境問題に対処するため、酪農家が環境負荷軽減に取り組み、持続可能な酪農経営の確立を
図ることを目的としており、環境負荷軽減の取組の効果検証を行うことは、その達成手段として必要かつ適切であることから、政策的に優先度
が高く、国が実施すべき事業である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 事業名所管府省名



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0010

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

農林水産省

46百万円

民間団体

・環境負荷軽減の取組の効果検証に必要な

データの調査・分析等

委託 【一般競争入札（総合評価）】



-

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

3

-

-

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

30 -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
委託事業者による調査・検討結果データ

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

活動指標

計算式 円/数

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
花きの振興に関する法律第17条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

円/数

活動実績 人

当初見込み 人

29年度 30年度

- - -

屋内展示会場のゾーニング、施設配置（展示催事・管理
その他）の想定数

-

件

-

調査・分析のためのヒアリング者数

12,953,000/3

31年度活動見込

- -

-

調査・検討成果を国際園芸
博覧会開催・出展におい
て、事業者等が策定する基
本計画等へ反映する。

実施方法

28年度

％

花き成長産業・花き文化振興調査委託事業 担当部局庁 生産局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
園芸作物課花き産業・施設園芸振興
室

花き産業・施設園芸振興室
長　野口武人

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

　国際園芸博覧会の開催・出展における、①　国内産地にプラスの影響を及ぼすための活動の展開内容、②　国内需要に与える影響の検証、③　海外需要
と輸出に与える影響の検証、④　幅広い世代や海外からの多くの来場者を呼び込む会場のゾーニング、施設配置（展示催事・管理その他）の想定、⑤　上記
想定における将来日本で国際園芸博覧会開催を見据えた施策の効果検証等の国内の産地に与えるインパクトや国内・海外の需要を増進させる効果的な活
動内容を調査・検討する。

- -

-

- -

- -

調査・検討成果を国際園芸
博覧会開催・出展に係る基
本計画等に反映させること
を100％とする。

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

執行額／屋内展示会場の想定数

単位当たり
コスト

--

-

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国産花きは栽培農家の減少、切り花の輸入増加等を背景に、作付面積及び産出額は減少傾向にあるとともに、切り花の１世帯あたり購入額も長期的にみ
て減少していることから、花き産業及び花き文化の振興を図る上で、需要を増進させることが課題となっている。国産花きの需要増進のため、日本及び海外も
含め、国際園芸博覧会を開催・出展することによる当該国の花き産業及び花き文化の振興に与える影響や、国産花きの需要拡大及び輸出拡大の効果等に
係る調査・検討を行う。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 13 13

- -

執行率（％） - - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- - -

-

29年度

-

-

100

-

-

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

13 13

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度 年度32

28年度

4,318,000

28年度

13

31年度当初予算

13

13

事業番号 新31 0014

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国産農産物生産・供給体制
強化対策委託費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

本事業は令和元年度から調査を開始し、検討会を立ち上げており、令
和２年度も基本的に調査内容、手法等について大きく変わるところは
ないことから、対前年度同額で要求するものである。

32年度要求

13

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

7,502 8,071

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　国際園芸博覧会を開催・出展することによる花き産業及び花き文化の振興に与える影響を国内に限らず海外も含めて調査し、国産花きの海外需要
増進に効果的な施策を明らかにすることにより、国産花きの輸出額の増大に寄与する。

政策 ④グローバルマーケットの戦略的な開拓

農林水産物・食品の輸出額

実績値 億円 9,068 - -

目標値 億円 - - - - 10,000

29年度 30年度定量的指標 単位 28年度

施策 （１）官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進

測
定
指
標

中間目標 目標年度

6,500

目標最終年度

4,100 -

執行額／ヒアリング者数

3,874 3,990

-

-

目標値

中間目標

円/数

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

　　円/数 12,953,000/30

計画開始時
30年度 31年度

28年度

-

- - - 431,800

計算式 -

-

年度

3,788 -

目標値 億円

-

- -
K
P
I

(
第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

29年度 30年度

-

-

29年度 30年度

単位当たり
コスト

-

-

年度 年度

-

-

-

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　日本及び海外も含め、国際園芸博覧会を開催・出展することによる当該国の花き産業及び花き文化の振興に与える影響を調査し、国産花きの国内
需要増進に効果的な施策を明らかにすることにより、国産花きの産出額の増大に寄与する。

-

7
定量的指標

3,801

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

31年度活動見込

年度年度

中間目標 目標年度
28年度

実績値 億円 3,732

単位

国産花きの産出額(評価実施時期に、評価対象年の実
績値が把握出来ないことから、前々年度の実績値を用
いて評価)

施策 （１）国産農畜産物の競争力の強化

政策 ⑨需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

年度 31 年度

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-



-

事業番号 事業名所管府省名

‐

-

　国際園芸博覧会は、日本政府として開催・出展するもので
あり、地方自治体等に委ねることが出来ない。

○

評　価項　　目

　本事業は、国際園芸博覧会を開催・出展することによる、
国産花きの需要拡大及び輸出拡大に資するために政府が
調査を実施するものであり、国際園芸博覧会の開催・出展
は、花きに関する法律の目的である花き産業の健全な発展
と心豊かな国民生活を実現するために必要不可欠であるこ
とから、国民や社会のニーズを的確に反映しているものと考
えている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

特になし

・現時点で執行面において既に明らかとなっている課題はない。

‐

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

外部有識者点検対象外

引き続き効率的な事業の実施に努め、事業が適正なコスト意識のもとで行われているかの評価を行うこととする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

無

現
状
通
り

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　花きの振興に関する法律に基づき、花き産業及び花きの
文化の振興を図るためには、本事業により、国際園芸博覧
会の開催・出展による花き産業等の振興に与える影響と、花
きの需要増進に効果的な施策であることを明らかにする必
要があるため、本事業は政策目的の達成手段として必要か
つ適切であり、優先度の高い事業である。

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

　本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

-

○

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

‐

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

-

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度

委託【一般競争入札（総合評価）】

農林水産省

民間団体

国際園芸博覧会の開催・出展における国内

の産地に与えるインパクトや国内・海外の

需要を増進させる効果的な活動内容を調

査・検討



-

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「スマート農業技術の開発・実証プロジェクト」及び「スマート農業加速化実証プロジェクト」評価実施要領（作成中）に基づき、年度評価に係る
委員会決定した評価結果を集計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「スマート農業技術の開発・実証プロジェクト」及び「スマート農業加速化実証プロジェクト」評価実施要領（作成中）に基づき、年度評価に係る
委員会決定した評価結果を集計

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第46条
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
法（平成11年法律第192号）第14条第１項第1号

主要政策・施策

達成度 ％

-

実証課題設計書において
設定した年度計画を達成
すること

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

スマート農業加速化実証プロジェクト 担当部局庁 農林水産技術会議事務局 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 研究推進課 研究推進課長　福島　一

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

文教及び科学振興

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

　現在の技術レベルで最先端のロボット・AI・IoT等の技術を生産現場に導入し、一連の技術体系の実証により技術の効果を明らかにするとともに、そこで
得られた様々な実証データを基に経営分析を行う取組を支援する。さらに、分析結果を踏まえ、技術・経営面で最大限の効果を発揮する最適な技術体系
について、生産者に情報発信していくことで、生産者がデータを活用した農業を実践できるよう支援する。

- -

-

- -

- -

年度計画を達成した実証
計画数／年度評価を実施
した実証計画数

-

％

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

--

0

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　労働力不足の解消や生産性の飛躍的な向上により、我が国農業の成長産業化を図るためには、ロボット・AI・IoT等の先端技術を活用した「スマート農
業」の実現が急務であるが、イニシャルコストの高さや見慣れない新技術に対する理解不足などが農業者の技術導入に係る経営判断を躊躇させ、「スマー
ト農業」の社会実装が進んでいない状況にある。
　このため、平成30年度（2018年度）補正予算「スマート農業技術の開発・実証プロジェクト」により、スマート農業の実証を全国で展開し、底上げを図ること
としているが、同時に農業の国際競争力の強化が急務となる中、海外の大規模生産にも負けない、より高いレベルのスマート農業を推進するため、本事業
により最先端のスマート農業技術の導入・実証を行い、スマート農業の社会実装の加速化を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 505 0

0 0

執行率（％） - - -

実証課題設計書において
設定した目標を達成するこ
と

目標を達成した実証計画
数／終了時評価を実施し
た実証計画数

成果実績 ％

目標値

-

80

-

- - - - -

- 80

食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
農業競争力強化プログラム（平成30年11月27日農林水産
業・地域の活力創造本部改訂）
未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
統合イノベーション戦略（平成30年6月15日閣議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

80

-

- -

505 -

関係する
計画、通知等

達成度

-

31

-

年度 年度32

32 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- - - - -

- - -

-

31年度当初予算

505

505

事業番号 新31 0015

科学技術・イノベーション

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

運営費交付金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

令和２年度（2020年度）予算概算要求においては、スマート農業の社
会実装に向けた取組を総合的に推進するため、令和元年度（2019年
度）予算で実施している本事業、「農林水産業におけるロボット技術安
全性確保策検討事業」、「持続的生産強化対策事業のうち次世代に
つなぐ営農体系の確立支援事業」のほか、令和２年度（2020年度）か
らの新規事業として「農林水産データ管理・活用基盤強化事業」「ス
マート農業教育推進事業」を大括り化した「スマート農業総合推進対
策事業」を要求する。

32年度要求

-

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

31年度
活動見込

32年度
活動見込

5

5

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

計画

計算式
百万円/計
画数

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

百万円

計画開始時

当事業で実施する実証計画数
（農研機構が実証農場から収集し、分析・解析等に活用
するデータの件数）

30年度 31年度

-

計画

- 505/5

31年度活動見込

- -

-

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

29年度 30年度

-

単位

執行額／計画数

単位当たり
コスト

-

-

年度 年度

-

-

- - -

-

29年度

-

取組
事項

分野： - -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　本事業は、農業現場の競争力強化のために必要なロボット・ＡＩ・IoT等の先端技術を生産現場に導入して、技術面・経営面から効果を検証し、農業
者の経営判断に資するよう情報として提供することにより、先端技術の現場実装を加速化するものであり、もって農業の持続的な発展に寄与する。

-

定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

101

中間目標 目標年度

28年度

28年度

実績値 - -

単位

-

施策 ⑩戦略的な研究開発と技術移転の加速化

政策 ２農業の持続的な発展

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8



令和元年度（2019年度）新規事業

○

・実証を行うコンソーシアムを公募し、外部有識者等による
厳正な審査により、適切な実施機関を選定して契約している
ため、資金の流れは合理的である。

・生産環境により営農形態が異なること等により、実証する
技術が実際の生産現場で使えるよう試行し課題を解決する
必要があるため、民間単独では難しく、生産作業等のノウハ
ウを持っている地方公設試験研究機関等と一体となって実
証することが必要である。
・本事業は最先端の技術を活用したスマート農業技術を生
産現場で実証、社会実装するものであり、そのためにはス
マート農業について高い知見を有する国や農研機構のリー
ダーシップの下、農業者をはじめ、最先端の技術開発に取り
組む研究機関、大学等が結集して取り組む必要がある。
・以上より、国が研究費を負担しながら生産現場で実証、社
会実装を主導し、関係者の結集を図るとともに、民間企業が
参入しやすい環境を作ることが必要である。

○

評　価項　　目

・本事業は、労働力不足の解消や生産性向上など我が国農
業が直面する課題への対処に資するため、実証農場におけ
る先端技術の実証を行うとともに、データ分析等を通じた技
術体系の検討を行うことを支援するものであり、社会ニーズ
を反映した事業である。

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

・本事業は、事業実施主体である農研機構が公募を実施し、
実証内容や技術導入による経済的効果、普及の実現可能
性等について、外部専門家等で構成された審査委員会によ
る厳正な審査を行い、十分に評価を得られた者を委託先とし
て選定しており、競争性は確保されている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・本事業は、「未来投資戦略2018」において、データと先端技
術のフル活用による世界トップレベルの「スマート農業」の実
現が掲げられ、先端技術の技術開発から、実証農場におけ
る技術実証、速やかな現場への普及までを総合的に推進す
るとされたことを受けて実施するものであり、政策体系の中
で優先度の高い事業である。

・採択審査の際は、機器整備であればその使用方法等を確
認し、本事業の趣旨に照らして真に必要なものに限定してお
り、適正なコスト水準の維持に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

・事業の実施に当たっては、外部専門家等も含めた成績評
価を毎事業年度末に行い、実証の進捗状況の確認を実施
することとしている。
・また、的確に実証計画が進むよう、プログラム・オフィサー
（PO）として実績のある外部専門家が各実証課題の進捗状
況を把握しつつ、各検討会に出席し、直接現地にも赴いて指
導・助言を行う等の工夫を行っている。

○

・採択審査の際は、機器整備であればその使用方法等を確
認し、本事業の趣旨に照らして真に必要なものに限定してい
る。
・また、年度毎の実績報告において、必要な経費として認め
るか否かを納品書、請求書、業務日誌等の証拠書類で確認
し、不適切な使途があった場合は、事業費の返還を求めるこ
ととしている。

○

‐

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

令和元年度（2019年度）新規事業

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

・本事業では、実証で得られた成果について、農業者が先端
技術を導入する際の経営判断に資するよう幅広く情報提供
することにより、「スマート農業」の現場実装を推進することを
目的としており、農業者に広く裨益するものであることから、
国が実証に必要な経費を負担している。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

( - )

0188

農林水産省

事業番号 事業名所管府省名

新31

スマート農業技術の開発・実証プロジェクト

持続的生産強化対策事業のうち次世代につなぐ営農体系の
確立支援

0007

農林水産省

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

引き続き、本事業を着実に実施して成果が速やかに生産現場へ実装されるよう、事業実施主体の指導等に努める。

　本事業は、「未来投資戦略2018」に掲げられた世界トップレベルの「スマート農業」を実現するため、ロボット・AI・IoT等の先端技術を生産現場
に導入してその効果を検証しつつ、得られた成果を横展開することにより「スマート農業」の社会実装を推進するものであり、社会のニーズを踏
まえた、政策体系の中で優先度の高い事業である。
　また、事業の実施に当たっては、外部有識者等による審査により実施機関を選定するとともに、適切な体制により事業の進行管理を行ってお
り、事業の効率性・有効性の確保が図られている。

○

令和元年度（2019年度）新規事業

・「持続的生産強化対策事業のうち次世代につなぐ営農体系
の確立支援」は、本事業で得られた技術の導入効果も確認
しながら、産地・品目単位での新たな営農技術体系を検討す
る取組を支援するものであり、適切な役割分担が行われて
いる。
・補正予算で実施する「スマート農業技術の開発・実証プロ
ジェクト」は、実用化・量産化の手前にあるスマート農業技術
を導入し、生産現場が抱える課題解決と全国的に普及を図
るための実証を急ぐものである一方、本事業では、農業の国
際競争力の強化に向けて、現在のスマート農業技術の中で
も最先端のものを導入し、最先端技術で最大限得られる、さ
らに高いレベルのスマート農業の導入効果の実証を行うも
のであり、事業目的が明確に区別されている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

・生産環境により営農形態が異なること等により、実証する
技術が実際の生産現場で使えるよう試行し課題を解決する
必要があるため、民間単独では難しく、生産作業等のノウハ
ウを持っている地方公設試験研究機関等と一体となって実
証することが必要である。
・本事業は最先端の技術を活用したスマート農業技術を生
産現場で実証、社会実装するものであり、そのためにはス
マート農業について高い知見を有する国や農研機構のリー
ダーシップの下、農業者をはじめ、最先端の技術開発に取り
組む研究機関、大学等が結集して取り組むことが効果的で
ある。
・また、各地で得られた実証データや活動記録等を収集・分
析し、スマート農業技術の社会実装の推進に資するよう広く
全国に情報提供するためには、そのための知見を有する農
研機構が事業実施主体となることが適当である。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

外部有識者点検対象外

引き続き効率的に事業が実施されるよう、事業実施主体の指導等に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

‐

現
状
通
り

本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

令和元年度（2019年度）新規事業

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

令和元年度（2019年度）新規事業

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0014



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　チェック

66

A.（国研）農業・食品産業技術総合研究機構

旅費 国内外旅費、委員旅費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

試験研究に係る人件費

一般管理費 実施機関の管理等の経費

4

金　額
(百万円）

運営経費
データの分析経費及び事業の管理運営に
必要な会場借料、賃金、旅費、謝金等

スマート農業機器等購入費

53 試験研究費

使　途

委託費

人件費 23

34

B.岩見沢スマート農業コンソーシアム
金　額

(百万円）

452

実証の実施経費

3

費　目 使　途

計 505 計 132

機械・備品費
スマート農業加速化実証プロジェクトの委
託費の配分

費　目

消費税等相当
額

消費税

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

農林水産省

５０５百万円

Ａ．（国研）農業・食品産業技術総合研究機構

５０５百万円

Ｂ．コンソーシアム（５機関）

４５２百万円（計画額）

【運営費交付金交付】

委託【随意契約（公募）】

・実施主体の審査等関連事務

・実証農場における実証計画やデータ収集等への助言・指導

・収集したデータを基に技術面・経営面から分析・解析

・実証農場等の整備・実証

・データ分析・解析を通じた技術の最適化

・実証費（公募の実施） ４５２百万円

・データ分析・事業の管理運営に要する経費 ５３百万円

（例）岩見沢スマート農業コンソーシアム １３２百万円

・スマート農業技術の実証の実施

（コンソーシアム内の資金配分額）

・（株）Ａ １９．７百万円

・Ｂ（株） １６．９百万円

・（株）Ｃ ８５．８百万円

・（株）Ｄ ７．１百万円

・Ｅ大学 ２．１百万円

・地方公共団体Ｆ ０．３百万円

・（株）Ｇ ０．１百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（国研）農業・食品産
業技術総合研究機
構

- - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ

名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

運営費交付金
交付

- -

法　人　番　号

7050005005207 505

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
スマート農業加速化実証プ
ロジェクトの委託費の配分
等

2

-

愛媛柑橘スマート農
業実証コンソーシア
ム

- スマート農業の実証の実施 100

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

岩見沢スマート農業
コンソーシアム

- スマート農業の実証の実施 132
随意契約
（公募）

252 -

随意契約
（公募）

252 - -

茨城南部スマート農
業実証コンソーシア
ム

- スマート農業の実証の実施 80
随意契約
（公募）

252 - -

4

5

加工業務向けほうれ
ん草等スマート農業
実証コンソーシアム

- スマート農業の実証の実施 76
随意契約
（公募）

252 - -

施設園芸における収
穫ロボット実証コン
ソーシアム

- スマート農業の実証の実施 64
随意契約
（公募）

252 - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



-

（ ）

当初予算＋補正予算に対する
執行額の割合（％）

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

　気候変動適応法第12条において、「都道府県及び市町村は、その区域における自然的経済的社会的状況に応じた気候変動適応に関する施策の推
進を図るため、単独で又は共同して、気候変動適応計画を勘案し、地域気候変動適応計画を策定するよう努めるものとする。」とされていることから、
アウトカムは全ての都道府県の数とした。

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・気候変動適応法（平成30年法律第50号）第12条（地域気
候変動適応計画）及び第19条（国の援助）

主要政策・施策

-

平成33年度を目処に、47都
道府県において、気候変動
適応法第12条に基づく地域
気候変動適応計画の策定が
促進される。（なお、前身事
業では、平成30年度末時点
で、都道府県の地球温暖化
対策推進計画等において、
農林水産分野における気候
変動適応に関する項目があ
るものは46都道府県。）

実施方法

28年度

％

農林水産分野における地域気候変動適応推進事業 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 政策課環境政策室
環境政策室長
久保　牧衣子

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

　地方公共団体が、それぞれの気候条件等に即した具体的かつ実効可能な地域気候変動適応計画を策定し、実践することをサポートするため、以下の科学的な影響
評価や適応策に関する情報提供、利害関係者とのコミュニケーションに関する業務を委託する。
①　地域気候変動適応計画の策定を促進するための将来の影響評価や適応策に関するウェブ検索ツールの作成
②　産地等における気候データ整備や影響予測モデルを用いた影響評価の支援
③　地域気候変動適応計画の策定に係る農林水産漁業関係者との意見交換会の開催

- -

-

- -

- -

気候変動適応法第12条に基
づく地域気候変動適応計画
の策定数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

--

0

平成３１年度
事業終了

（予定）年度 平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　「気候変動適応計画」及びその内容を反映した「農林水産省気候変動適応計画」に基づく取組を推進するため、地方公共団体が、地域の主要品目に対して、気候変
動が及ぼす影響の程度、時期の違いなど、地域の気候条件等に即した具体的かつ実効可能な地域気候変動適応計画を策定し、実践することを促し、我が国の農林水
産業の気候変動の影響による被害の防止・軽減や、気候変動の影響を見据えた新たな産地づくり等に資することを最終目標とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 計画

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 20 16.9

0 0

執行率（％） - - -

-

47

-

・食料・農業・農村基本計画（平成27年3月閣議決定）
・農林水産省気候変動適応計画（平成27年8月策定。30年11月
改定）
・気候変動適応計画（平成30年11月閣議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

20 16.9

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度33

16.9

31年度当初予算

20

20

事業番号 新31 0016

地球温暖化対策

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

農林水産業気候変動・生物
多様性保全等対策調査等委

託費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

31年度予算にて地域計画策定を推進するためのウェブ検索ツールの開
発を完了し、運営のみとなったことに伴う減。

32年度要求

16.9

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



　

- -

目標値 円/t-CO2 - - - - -

達成度 -％

単位 28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

目
標
・
指
標

本事業は、農林水産分野
における適応に関する情
報提供及び意見交換を
行うものであり、温室効

果ガスの排出量の削減を
目的とした事業ではない
ため、成果目標は設定で

きない。

-

成果実績 円/t-CO2 - - - - -

目標値 円/t-CO2 - -

達成度 ％ - - - - -

- -

チェック

- -

算
出
方
法

- -
う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 - - -

3

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

1

-

-

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

-

- -

3 3

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

3

②　執行額　／　産地等における気候データ整備や影響予
測モデルを用いた影響評価の支援

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

単位当たり
コスト

作成数

円

活動指標

計算式
執行額
/作成数

地球温暖化対策
関係

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

横断的な施策に係
る成果目標

及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

- - -

28年度

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

30年度

- -

円

活動実績 実施数

当初見込み 実施数

- - -

29年度

29年度 30年度

- - -

-

執行額
/実施数

19,890,000の内数
/3

単位

①　地域気候変動適応計画の策定を促進するためのウェ
ブ検索ツールの作成

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

活動指標

-

28年度

-

作成数

-

- - - -

28年度 29年度 31年度活動見込

計算式

②　産地等における気候データ整備や影響予測モデルを
用いた影響評価の支援

19,890,000の内数
/1

-

31年度活動見込

- -

-

単位

①　執行額　／　地域気候変動適応計画の策定を促進す
るためのウェブ検索ツールの作成

単位当たり
コスト

29年度 30年度

-

単位当たり
コスト

- - -

③　執行額　／　地域気候変動適応計画の策定に係る農
林水産漁業関係者との意見交換会の開催

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

- - -

③　地域気候変動適応計画の策定に係る農林水産漁業関
係者との意見交換会の開催

活動実績 開催数

当初見込み 開催数

-

29年度

-

- -

31年度活動見込

28年度

-

28年度

30年度

計算式
執行額
/開催数

単位当たり
コスト

算出根拠

円

19,890,000の内数
/3



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標計画開始時
30年度 31年度

-

-

年度

- -

目標値 -

-

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

29年度 30年度

-

-

-

-

年度 年度

-

-

-

取組
事項

分野： - -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　各都道府県において、地域の気候条件等に即した具体的かつ実効可能な気候変動適応法に基づく地域気候変動適応計画を策定し、実践することにより、
気候変動の影響による被害の防止・軽減等に寄与する。

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

中間目標 目標年度
28年度

実績値 - -

単位

-

施策 ⑫気候変動に対する緩和・適応策の推進及び生物多様性の保全・利用

政策 2農業の持続的な発展

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-



農林水産省

事業番号 事業名所管府省名

　 農林水産分野における地域の気候変動適応計画調査・分析事業0195

‐

　気候変動適応法は、地方公共団体における地域気候変動適
応計画の策定等を促進するため、国は情報提供その他の援助
に努めるよう規定しており、農業分野においても国による強力な
サポートが必要である。

○

評　価項　　目

 近年、観測記録を塗り替える高温、豪雨等が各地で頻発し大き
な被害が発生しており、今後も温暖化とともに極端気象の頻発
が予測されるなど、我が国の農林水産業・農山漁村の生産や
生活の基盤を揺るがしかねない状況にある。このため、具体的
かつ実効可能な地域気候変動適応計画の策定に必要となる情
報提供等支援を行うことは極めてニーズが高い。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　近年、観測記録を塗り替える高温、豪雨等が各地で頻発し大きな被害が発生しており、今後も温暖化とともに極端気象の頻発が予測されるなど、我
が国の農林水産業・農山漁村の生産や生活の基盤を揺るがしかねない状況にある。このため、具体的かつ実効可能な地域気候変動適応計画の策定
に必要となる情報提供等支援を行うことは極めてニーズが高い。また、気候変動による農林水産分野への影響は既に現れており、中長期的には避け
ることが困難であることから、地域の気候条件等に即した地域気候変動適応計画の策定を促進する本事業は、優先度の高い事業である。

‐

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

　「農林水産分野における地域の気候変動適応計画調査・分析
事業」（平成28～30年度実施）において収集・整理した情報を
データベース化し、本事業におけるウェブ検索ツールに活用す
る。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分
担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

外部有識者点検対象外

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　気候変動による農林水産分野への影響は既に現れており、中
長期的には避けることが困難であることから、地域レベルでの
具体的かつ実効可能な地域気候変動適応計画の策定を促進
する本事業は、優先度の高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者
応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

　引き続き効率的な事業の実施に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

縮
減

本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0016

委託【一般競争契約（総合評価）】

農林水産省

民間事業体等

農林水産分野の地域気候変動適応計画の策定に資す

る情報提供、意見交換等を実施する事業者に経費を支

出

地方公共団体における具体的かつ

実効可能な地域気候変動適応計画

の策定に資する情報提供、意見交換

援等を実施

20百万



-

（ ）

　

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

農林水産業気候変動・生
物多様性保全等対策調

査委託費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

31年度で事業終了

32年度要求

事業番号 新31 0017

地球温暖化対策

31年度当初予算

16

16 -

年度-

地球温暖化対策計画（平成28年５月13日閣議決定）
農林水産省地球温暖化対策計画（平成29年３月決定）
農林水産省気候変動適応計画（平成27年8月策定。30年
11月改定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

16 -

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

-

-

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） -

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 16 0

0 0

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３１年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

気候変動の緩和に貢献しうる農業技術に係る国内外の理解促進及び国民の認知度向上を通じた気候変動に対応した農業の取組促進を図る。これに
より、農業は温室効果ガスの排出源である一方で、気候変動の影響を受けやすい産業であることから、農業生産と排出削減を両立させる技術を国際
シンポジウムで国内外に啓発する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

-

0

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

2019年にIPCC総会が我が国で開催される機会に、農業と気候変動技術をテーマとした国際シンポジウムを開催し、海外政府職員及び国民の農業と
気候変動への理解を促進し、農業分野における気候関連技術を国内外にアピールする、また、このシンポジウムと合わせて、実際に気候変動に対応
した取組を行う圃場での説明、事例紹介等を行う。

- -

-

- -

- -

-

-

気候変動に対応する農業技術シンポジウム事業 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 環境政策室
環境政策室長
久保　牧衣子

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

-

実施方法

28年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
地球温暖化対策の推進に関する法律第７条

主要政策・施策

地球温暖化対策
関係

横断的な施策に
係る成果目標
及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類

一般会計

根拠として用い
た

統計・データ名
（出典）

-

- -

-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

- -

算
出
方
法

- -
う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 - - -

チェック

-

成果実績 円/t-CO2 - - - - -

目標値 円/t-CO2 - -

達成度 ％ - - - - -

- -

- -

目標値 円/t-CO2 - - - - -

達成度 -％

単位 28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

目
標
・
指
標

本事業は、国際シンポ
ジウムを開催し、海外
政府職員及び国民の
農業と気候変動への

理解を促進するために
行うものであり、直接
的に温室効果ガスの

排出量の削減を目的と
した事業ではないた

め、成果指標は設定で
きない。

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとす



本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-

施策 ⑫気候変動に対する緩和・適応策の推進及び生物多様性の保全・利用

政策 2農業の持続的な発展

測
定
指
標

実績値 - -

単位
年度年度

27,240

中間目標 目標年度

28年度

28年度

目標最終年度

年度

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- - - - -

- - - - 5

- - - - -

年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の国際シンポジウムを通じ、海外政府職員及び国民の農業と気候変動への理解が深まることで、気候変動に対する緩和・適応策が推
進され、農業の持続的な発展に寄与する。

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： - -

-

29年度

-

-

％

-

- - -

31
28年度 29年度 30年度

当事業の成果により、海外政府職員及び国民の農業と気候変動への理
解が促進される。

- 3

-

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

農業と気候変動の技術に
関する新聞・雑誌等への
記事掲載

事業の妥当
性を検証する
ための代替
的な達成目
標及び実績

--

-

年度 年度

-

-

-

-

単位

シンポジウム開催費／シンポジウム出席者

単位当たり
コスト

29年度 30年度

事業の妥当
性を検証する
ための代替
的な達成目
標及び実績

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

成果実績

- -

単位

- -

目標値

本事業は単年度開催のワークショップであることから、直接的
な定量的成果目標の設定は困難である。

年度

- -

目標値 -

-

代替指標
中間目標

-

-

-

-

代替目標

-

-

％

16,344,000／600人

31年度活動見込

- -

達成度

代替指標 単位

ワークショップ出席者への
アンケートを通じた効果把
握

ワークショップ出席者１人
当たりの農業と気候変動
に対応する技術認知件数

実績 -

-

定量的な目標が設定できない理由

計画開始時

気候変動に対応する農業技術について、シンポジウ
ム等を活用し５つ以上一般向けに紹介する。

単位

新聞・雑誌記事件数 -目標値

- -

- -

実績

30年度 31年度

-

活動実績

30年度

円／人

- - -

-

28年度 29年度 30年度

- - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

代替目標

- -

定量的な目
標が設定でき
ない理由及
び定性的な
成果目標

達成度

-

計算式 円／人

単位

- -

-

-

目標値

年度

31

中間目標

定性的な成果目標と28～30年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

目標最終年度

- -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

5

-

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の
高い事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のう
ち、一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

極端現象に起因する農林水産業への被害が毎年発生し
ており、地方自治体や農業者の気候変動に対する意識向
上は急務。また、環境関連投資については海外の関心も
高く、我が国も時流に遅れず対応する必要。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

外部有識者点検対象外

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効
果的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っている
か。（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

-

ESG投資に関心の高い企業やコンサルティング会社から、地方自治体、農業者まで、農業に関する気候変動対策技術については一般
の関心が極めて高い状況にあることから、社会のニーズを反映している。
また、極端現象に起因する農林水産業への被害が毎年発生しており、地方自治体や農業者の気候変動に対する意識向上は急務であ
り、また、環境関連投資については海外の関心も高く、我が国も時流に遅れず対応する必要があり、優先度が高い。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

ESG投資に関心の高い企業やコンサルティング会社か
ら、地方自治体、農業者まで、農業に関する気候変動対
策技術については一般の関心が極めて高い状況。

農業と気候変動に関する技術についてバイアスをかけず
に紹介するために、公益の視点から事業を行うことが重
要。

○

‐

事業番号 事業名
所管府省

名



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度-

- 平成25年度-

平成26年度- 平成27年度- 平成28年度-

平成22年度- 平成23年度- 平成24年度

平成30年度
農林水産

省
新31 0017

（参考）気候変動に対応する農業技術国際シンポジウム
http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/kikouhendou/symposium/main.html（農林水産省ホームページより）

終
了
予
定

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

・成果指標に用いたデータの客観性等について確認する必要がある。
以上のことから、「適切な成果目標の設定」を行うべきである。本事業は、平成31年度に終了予定の事業である。事業から得られた成果と
課題を今後の施策の企画や推進に反映すること。

行政事業レビュー推進チームの所見

予
定
通
り
終
了

　本事業は令和元年度で終了となるが、今後類似の事業を実施する場合においても、本事業から得られた成果と課題を施策の企画や推進
に反映するとともに、成果指標に用いたデータの客観性等の確保に努めてまいりたい。なお、本事業の成果は、農林水産省ホームページ
より公開している。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

農林水産省

(16百万円)

委託

民間コンサルタント業者・旅行会社

A

・シンポジウム出席者との調整を含むシンポジウム全体の運営

・現地調査の計画・運営



-

（ ）

251

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

森林資源地方公共団体管
理費補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

事業番号 新31 0018

地球温暖化対策

31年度当初予算

251

251 251

年度32

3 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- - - - -

- - -

未来投資戦略2018（平成30年６月15日閣議決定）
農林水産業・地域の活力創造プラン（平成30年11月27日改
訂）
森林・林業基本計画（平成28年５月24日閣議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

78 67

45

30 29

50

58 -

-

-

- -

251 251

関係する
計画、通知等

達成度

31

-

40

年度

-

60

-

- - - - -

- 33

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
％

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 251 251

- -

執行率（％） - - -

　令和３年度までに７割程
度の都道府県で森林クラウ
ドシステムを導入する。

森林クラウドシステム導入
済都道府県数

成果実績 県

目標値

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　未来投資戦略2018に記載されているスマート林業と生産流通構造改革、全国各地で発生している無断伐採への対応などの新たな行政ニーズに対応するた
め、森林情報の充実と共有を図るクラウドシステムの整備等を支援し、森林の計画的な整備・保全を推進すること。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

-

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

-

29年度

　上記目的を達成するため、
　　①　都道府県が保有する森林情報をクラウド化するシステムの整備
　　②　市町村が運用する林地台帳について、伐採届出や森林の状況報告等と効果的にリンクさせるためのモデル的なシステムの整備
　　③　①及び②のシステム整備とあわせ、航空レーザ計測等による森林資源情報や所有者情報等を精緻化・高度化する取組
に対して支援する

- -

-

- -

- -

民有林における森林経営
計画の作成率
(森林経営計画作成面積／
民有林面積）

-

県

森林情報活用促進事業 担当部局庁 林野庁　森林整備部 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 計画課
計画課長
橘　政行

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

（政策評価測定指標）
　平成32年度に「民有林に
おける森林経営計画の作
成率」を60％に引き上げ
る。

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

森林法第191条の５、191条の６、191条の７
森林・林業基本法第12条

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
業務資料（林野庁）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
業務資料（林野庁）（チーム所見の指摘により追加）

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

（暫定値）

（暫定値）



新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

民有林における森林経営計画の作成率

施策 ⑰森林の有する多面的機能の発揮

政策 ４　森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展

測
定
指
標

実績値 ％ 31

単位
年度年度

15,278

中間目標 目標年度

28年度

28年度

28年度

- -

31年度活動見込

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　都道府県が保有する森林情報をクラウド化するシステムの整備等を支援することにより、森林資源情報や所有者情報等を都道府県、市町村、森林
組合等の林業関係者で共有できる体制が整い、森林組合等の施業集約化の担い手に効率的に情報提供を行うことが可能となる。これにより、施業集
約化の加速化を図り、森林経営計画の作成を促進するとともに、効果的な間伐等の森林整備が推進され、水源涵養機能、山地災害防止、生物多様性
の保全、地球温暖化防止、木材等生産機能などの森林の有する多面的機能の発揮に寄与する。

-

- 32
定量的指標

30

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

-

29年度

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- - -

--

-

年度 年度

-

-

-

29年度 30年度

単位当たり
コスト

-

単位

補助実績額／補助交付対象都道府県数

単位当たり
コスト

29年度 30年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

- -

年度

29 -

目標値 ％

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

-

28年度

-

都道府県数

-

- - - 65

計算式

本事業により林地台帳活用のためのシステム整備等を
実施する市町村数（累計）

122,222/8

31年度活動見込

- -

千円/
市町村数 17,671/270

計画開始時

本事業により森林情報共有システムの整備等を実施す
る都道府県数（累計）

30年度 31年度

-

活動実績

30年度

千円

活動実績 市町村数

当初見込み 市町村数

29年度 30年度

- - -

- - -

- - -

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

都道府県数

千円

活動指標

計算式
千円/
都道府県数

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

補助実績額／補助交付対象市町村数

40 45

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

60

目標最終年度

50 -

-

- -

270 540

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

8

-

16

31年度
活動見込

32年度
活動見込

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

（暫定値）



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

受益者である都道府県・市町村への２分の１補助としており、
負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

・成果目標について成果を直接的に測れるものになっていない。
　以上のことから、「適切な成果目標の設定」を行うべきであり、本事業は「事業内容の一部改善」とする。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

○

　本受益者である都道府県・市町村への２分の１補助とする
とともに、補助対象を森林情報の充実と共有のためのクラウ
ドシステムの整備等に限定して支援している。

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

スマート林業と生産流通構造改革、無断伐採への対応など
の新たな行政ニーズに対応するため、森林情報の充実と共
有を図るクラウドシステムを整備する必要があり、優先度の
高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

執
行
等
改
善

‐

外部有識者点検対象外

新たな成果指標として、「森林クラウドシステム導入済都道府県数」を追加することとする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

本事業は、都道府県・市町村向け補助事業であるため、支出
先を都道府県・市町村とすることは妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

-

本事業により、森林情報の充実と共有のためのクラウドシステムが整備されることにより、森林組合等の担い手による施業の集約化の促進と森
林計画制度に基づく市町村事務の的確な実施が図られることにより、適切な森林整備が確保され、森林の多面的機能の発揮に資するものであ
り、広く国民のニーズに応えるものとなっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

森林情報の充実と共有のためのクラウドシステム等の整備に
より、森林組合等の担い手による施業の集約化の促進と森
林計画制度に基づく市町村事務の的確な実施が図られるこ
とにより、適切な森林整備が確保され、森林の多面的機能の
発揮に資するものであり、広く国民のニーズに応えるものと
なっている。

スマート林業の推進や生産流通構造改革に向けては森林情
報の高度化・共有化が必要であり、平成30年６月に閣議決定
された未来投資戦略2018にも掲げられているところ、国が責
任をもって進めていく必要がある。加えて、無断伐採への対
応は全国的な課題であり、支援を行う必要がある。

○

○

事業番号 事業名所管府省名



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 新29-0019

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 新29-0014

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0019

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

農林水産省

【補助金等交付】

Ａ．都道府県

事業に係る市町村への指導

市町村への補助

【補助金等交付】

Ｂ．市町村

委託【一般競争契約（最低価格）等】

C．民間企業

林地台帳を活用したモデル的なシステムの

整備
森林情報の共有システムの整備

森林情報の精度向上

【一般競争契約（最低価格）等】



-

（ ）

58

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

林業振興調査等委託費

林業振興地方公共団体事
業費補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

市町村が森林経営管理法の施行に伴う新たな制度を円滑に実施でき
るよう、市町村の森林・林業担当職員を支援する技術者の養成に加
え、全国の知見・ノウハウを集積・分析、提供する事業を拡充。

32年度要求

事業番号 新31 0019

-

31年度当初予算

21

9

30 58

28年度

年度35

森林・林業基本計画（平成28年5月24日）
未来投資戦略2018（平成30年6月15日）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

30 58

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

-

1,000

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 人

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 30 58

0 0

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度 平成３５年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

林業の成長産業化と森林資源の適切な管理の両立を図るためには、森林経営管理法の施行による新たな森林管理システム（森林経営管理制度）の運用を
はじめとする市町村の森林・林業行政の円滑な実施が必要である。私有人工林1,000ha以上である市町村が1,000程度あるものの、それら市町村のうち、主に
森林・林業を担当する職員が0～1人程度と脆弱な状況にある市町村が約4割に及んでいる。そのため、市町村に対し適切な指導・助言等の支援を行う技術者
を育成するための研修等を実施するとともに、都道府県等が企画・実施する技術者の養成を目的とした実践的な活動に対し支援を行う。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

人

-

0

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

市町村が森林経営管理法の施行に伴う新たな制度の運用を速やかに軌道に乗せるためには、市町村に対し森林・林業行政に関する技術的な指導・助言が
できる人材が必要であることから、新たな制度に対応したカリキュラムの検討及び技術者育成のための研修の運営並びに技術力の維持・向上を図るための
実践的な継続教育の実施により市町村を支援できる都道府県等の技術者の育成・確保を図るとともに、都道府県等が自ら企画する森林経営管理制度の円
滑な運用に向けた研修等の取組に対し支援する。

- -

-

- -

- -

森林経営管理制度に関し
市町村を支援できる技術者
数（累計）

-

新たな森林管理システム導入円滑化対策事業 担当部局庁 林野庁森林整備部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 森林利用課
森林利用課長
今泉　裕治

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

平成35年度までに市町村
支援技術者を1,000人養成
する。

実施方法

28年度

％

人

市町村支援技術者養成事業のうち技術力維持・向上対
策研修の受講者数

市町村支援技術者養成事業のうち森林管理円滑化対
策研修の受講者数

活動実績

活動実績 人

当初見込み 人

29年度 30年度

- - -

- - -

- - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

森林経営管理法第49条
森林法第191条の8

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

人

活動指標

単位

一般会計

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
業務資料（林野庁）

- -

100 100

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

140

-

180

31年度
活動見込

32年度
活動見込

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

民有林における森林経営計画の作成率

施策 ⑱　林業の持続的かつ健全な発展

政策 4　森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展

測
定
指
標

30年度

実績値 ％ 31

単位
年度年度

10

中間目標 目標年度

28年度

28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

森林経営管理制度に関する業務運営に必要なスキル等を習得した市町村を支援できる技術者を育成・確保することによって、制度の円滑な運用が
図られ、意欲と能力のある林業経営体への森林の経営管理の集積・集約化が促進されることで、森林経営計画の作成率の向上に寄与する。

-

- 32
定量的指標

30

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： - -

-

29年度

-

実践型活動支援事業に係る活動に取り組む地域数
活動実績 地域数

当初見込み 地域数

単位

国
費
投
入
の
必
要
性

○

--

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

-

-

単位

執行額／本事業に係る研修受講等参加者数

単位当たり
コスト

29年度 30年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

○

単位

平成31年度導入の新たな制度を運用する市町村の実行体
制を確保することが何よりも重要となっている中、本事業は
市町村の森林・林業行政の実務をサポートできる技術者を
育成するものであり、市町村主体の森林管理を実現するた
めに必要かつ適切にして優先度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

29 -

目標値 ％

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

-

- 30/300

-

31年度活動見込

- -

計画開始時
30年度 31年度

活動指標

-

30年度

- -

万円人

- - -

29年度28年度

計算式
　百万円/
人

40 45

-

-

目標値

中間目標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

評　価項　　目

森林経営管理制度について市町村に対し適切な指導・助言
等の支援を行う技術者を育成することで、本制度の円滑な運
用が図られ、経営管理が行われていない森林を解消し、森
林の有する多面的機能が向上し、地域の安全・安心につな
がる。

60

目標最終年度

50 -

-

森林経営管理制度は平成31年度導入の新たな制度であり、
円滑な運用を図るためには、一定水準の知識を有し、市町
村に対し適切な指導・助言ができる技術者を全国的に確保
する必要があることから、国が主導して取り組む事業であ
る。

○

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

16 -

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

（暫定値）



( - )

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0020

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

点検結果

無

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

本事業は、引き続き効果的な事業の実施に努め、事業の適正なコスト意識のもとで行われているかを評価を行うこと。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

‐

無

現
状
通
り

‐

適性なコスト意識のもと、引き続き効果的な事業となるよう努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

-

本事業は、森林経営管理制度に関する知見を有する都道府県等の技術者等を育成・確保することで、市町村の森林・林業行政の支援体制が
構築されるとともに、森林経営管理制度をはじめとする市町村の森林・林業行政への適切な指導・助言がなされることにより、地域の森林にお
ける経営管理の確保に寄与した。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

‐

事業番号 事業名所管府省名



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

農林水産省

30.2百万円

Ａ 民間団体

21.2百万円

・森林経営管理制度を地域に

対応させるために必要な技

術・指導力を有し、市町村の

森林・林業行政を支援できる

人材を育成するための研修等

を実施

Ｂ 都道府県等

9.0百万円

【委託・公募】 【補助金等交付】

・都道府県等が自ら企画する

森林経営管理制度に係る業

務運営の対応力を養成するた

めの実践型の取り組みを支援

Ｃ 再委託



-

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
水産庁調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国立研究開発法人水産研究・教育機構が実施する我が国周辺水域資源調査

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

達成度 ％

-

（資源・漁獲情報ネットワー
ク構築事業部分）
資源量を把握している系群
の比率の維持増大（過去直
近３カ年の最大値より増ま
たは同数）

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

スマート水産業推進事業 担当部局庁 水産庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 増殖推進部漁場資源課
漁場資源課長
江口　静也

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

①資源評価の高度化を図るため、様々な資源・環境データの収集や環境ＤＮＡ解析技術を開発して資源変動要因や環境変化の解析を行うとともに、ＩＣＴを活
用して沿岸漁船から操業・漁場環境データの収集体制整備を推進する。また、市場の水揚げデータを漁協等を通じて一元的に収集・蓄積するシステムの構築
に向けて必要となる取組を行う。
②収集・蓄積したデータの効率的・効果的な利活用について関係者が連携する仕組みの検討を行う。
③漁船からの情報に基づき３日先までの沿岸の漁場形成予測技術の開発や操業しながら観測できる簡易観測機器等を開発する。
※①及び②はスマート水産業推進事業のうち資源・漁獲情報ネットワーク構築事業、③はスマート水産業推進事業のうちICTを利用した漁業技術開発事業

- -

-

- -

- -

資源量を把握している系群
の漁獲量比率（資源量が計
算可能な系群の漁獲量÷
資源評価の対象となってい
る系群の漁獲量）

-

％

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

--

0

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

ICT・先端魚群探知機等を導入し、漁業者等から効率的に操業・漁場環境データ等を収集・フル活用して資源評価の高度化を図る体制を整備する。また、沿
岸漁業において経験や勘に頼っていた操業から、ICTを活用した漁場の見える化を漁場探索の効率化を推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 511 761

0 0

執行率（％） - - -

（ICTを利用した漁業技術
開発事業部分）
平成31年度までに操業実
証試験参加者において、単
位漁獲量あたりの燃油使
用量の10％節減

操業実証試験参加者の単
位漁獲量あたりの燃油使
用節減率（計算式：（基準１
－.実証後燃費／実証前燃
費）×１００％））

成果実績 ％

目標値

-

-

-

- - - - -

- 10

水産基本計画（平成29年4月　閣議決定）
未来投資戦略2018（平成30年6月　閣議決定）
農林水産業・地域の活力創造プラン（平成30年6月　改訂）等

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

511 761

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度-

31 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

年度

- - - - -

- - -

761

31年度当初予算

511

511

事業番号 新31 0020

海洋政策、科学技術・イノベーション

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

水産資源回復対策調査等
委託費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新しい日本のための優先課題推進枠」761
以下の拡充に伴う増額要求
①沿岸漁船にＩＣＴ機器等を導入し操業・環境データを効率的に収集す
る体制整備を行う地域の拡大、全国の市場に蓄積する水揚げデータ
等を一元的に集約するシステムの導入に向けた取組の拡大、データ
ベースの構築
②水産業データ連携基盤の構築

32年度要求

761

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
水産庁調べ

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

50

-

-

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

3 -

56.3

スマート水産業推進事業のうちICTを利用した漁業技術
開発事業費／技術開発および観測網構築のための課

題数

53.8 53.8

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

種

千円

活動指標

計算式
事業費/資
源評価対象
魚種数

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

千円

活動実績 課題

当初見込み 課題

29年度 30年度

- - -

事業費/課
題数 84,780/3

％

資源評価対象魚種の拡大
（資源・漁獲情報ネットワーク構築事業部分）

（ICTを利用した漁業技術
開発事業部分）
平成31年度までに操業実
証試験参加者の単位漁獲
量あたりの作業時間5％節
減

-

28年度

種

-

- - - 28,260

計算式

漁業者個人の勘や経験に頼ることの多かった漁場探索
の勘どころ等を、ＩＣＴ技術を利用して「見える化」を図り、
沿岸漁業の効率化及び若手世代への漁業技術の継承
を促進する。
①安価で簡易な計測機器の開発
②沿岸海域環境モデル・アプリの開発
③漁協等と連携した操業実証
（ICTを利用した漁業技術開発事業部分）

426,375/50

31年度活動見込

- -

-

％

51.2

目標値 ％

％

29年度 30年度

目標値

成果指標 29年度

操業実証試験参加者の単
位漁獲量あたりの作業時
間削減率（計算式：（基準１
－.実証後作業時間／実証
前作業時間）×１００％））

成果実績成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

31

単位

スマート水産業推進事業のうち資源・漁獲情報ネット
ワーク構築事業費／資源評価対象魚種数

単位当たり
コスト

30年度
中間目標

--

単位 28年度

29年度 30年度

単位当たり
コスト

53.8 56.3 51.2

目標値 ％ 53.8 53.8

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- - -

-

29年度

-

56.3

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

【スマート水産業推進事業のうち資源・漁獲情報ネットワーク構築事業】
・資源評価対象種には「資源量が計算可能な系群」と「資源量が計算できていない系群」が存在しているが、資源の状態がより明らかなのは前者であ
る。「資源量が計算可能な系群」を増加させることで、より正確な科学的根拠に基づいた資源管理施策に取り組むことができ、ひいては「中位又は高
位水準の魚種の比率」の増加につなげることができる。ただし、系群によっては漁獲量に数十万トンの差があるため、漁獲量による重み付けを考慮し
てアウトカムは系群数比率ではなく漁獲量比率にて判断することとしている。

【スマート水産業推進事業のうちICTを利用した漁業技術開発事業】
・漁業者個人の勘や経験に頼ることの多かった沿岸漁業において、ICT技術を利用して、漁場探索の勘どころ等の「見える化」を図ることで、沿岸漁業
における適切な操業判断と漁場の共同利用の促進による経営効率化および若手世代への漁業技術の継承促進が図られることによって、水産資源
の安定的な供給および漁村の発展に資するものである。また、本事業により資源状況を踏まえた操業を実施することで、水産資源の管理・回復への
取り組みの推進に寄与する。

定量的指標

56.3

目標最終年度

- - - - 5

年度

- -

31年度活動見込

年度

- - - - -

---

28年度

年度年度

8,528

中間目標 目標年度

28年度

28年度

実績値 ％ 53.8

単位

目標年度

年度 年度

中間目標

資源評価対象魚種のうち中位又は高位水準の魚種が
占める割合
（資源・漁獲情報ネットワーク構築事業部分）

資源評価対象魚種のうち中位又は高位水準の魚種が
占める割合
（ICTを利用した漁業技術開発事業部分）

実績値 ％

施策 ⑳　水産資源の回復

政策 ５　水産物の安定供給と水産業の健全な発展

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

測
定
指
標

取組
事項

分野： -



【スマート水産業推進事業のうち資源・漁獲情報ネットワーク
構築事業】
本事業の内容は、資源評価・資源管理の高度化、水産業の
成長産業化といった国が推進する施策に必要な取組を具体
化したものであり、その取組範囲は日本全国を対象として行
う必要があることから、国の事業として実施することが妥当で
ある。

【スマート水産業推進事業のうちICTを利用した漁業技術開
発事業】
本事業は、様々な漁業種類が混在する沿岸漁船漁業に関
し、これまでになかった技術を導入して、漁業者自身も参加
した実証型で行うこととしているが、このような技術開発はリ
スクも高く、国が主導的に実施する必要がある。

○

評　価項　　目

【スマート水産業推進事業のうち資源・漁獲情報ネットワーク
構築事業】
本事業は我が国が科学的知見に基づく適切な資源管理を実
施し、水産物を安定供給するための基礎となること及び漁業
経営の効率化・低コスト化等を図ることを目的としていること
から、広く国民のニーズがあり的確に反映している。

【スマート水産業推進事業のうちICTを利用した漁業技術開
発事業】
漁業者個人の勘や経験に頼ることの多かった沿岸漁業にお
いて、ICT技術を利用して、漁場探索の勘どころ等の「見える
化」を図り、沿岸漁業の効率化及び若手世代への漁業技術
の継承促進を目指す事業であり、漁村地域の発展に資する
とともに、食糧の安定供給の観点からも国民のニーズに沿っ
た事業である。

事
業
の

【スマート水産業推進事業のうち資源・漁獲情報ネットワーク
構築事業】
随意契約（企画競争）による公募を行ったところ、事業内容
が極めて専門性が高いため一者応札となったものの、支出
先は高度な専門性、中立性等を有する複数機関により構成
される共同実施機関と委託契約しており、事業の円滑な遂
行に当たって妥当である。

【スマート水産業推進事業のうちICTを利用した漁業技術開
発事業】
一般競争入札（総合評価方式）として公募を行ったが、一者
応札となった。

有

【スマート水産業推進事業のうち資源・漁獲情報ネットワーク
構築事業】
本事業は資源評価・資源管理の高度化、水産業の成長産業
化を図るための事業であり、水産基本計画や未来投資戦略
等においても本事業で行う内容を推進していくことが定めら
れていることから、優先度の高い事業である。

【スマート水産業推進事業のうちICTを利用した漁業技術開
発事業】
漁業者個人の勘や経験に頼ることの多かった沿岸漁業にお
いて、ICT技術を利用して、沿岸漁業の効率化及び若手世代
への漁業技術の継承促進を図ることとしており、漁業経営の
安定および担い手の確保、ひいては水産物の安定供給に寄
与する優先度の高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

目標最終年度

年度
K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標

年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-



事業番号 事業名所管府省名

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

両事業とも条件を満たす者がほかにいなかったことが１者応札になったと考えられ、過年度の事業結果の公表、公示期間の延長などの対応を
これまでと同様に確保しつつ、引き続き選定の競争性・透明性を図っていく。

水産物の安定供給の確保を図るための基礎に資するものであること及び漁業者等の漁業経営の効率化・低コスト化に資するものであることか
ら、広く国民のニーズがあり、優先度が高いと言える。

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

外部有識者点検対象外

引き続き効率的な事業の実施に努めることとする。

の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

現
状
通
り

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

点検結果

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0021

農林水産省

511百万円

資源・漁獲情報

ネットワーク構築事業

426百万円

ＩＣＴを利用した

漁業技術開発事業

85百万円

民間団体等へ委託 民間団体等へ委託



-

（ ）

-

40

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
事業実施主体調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

一般会計

当初見込み

件数

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - -

28年度 29年度 30年度
32年度

活動見込

-

40

活動実績
「地域成長産業化計画」の承認件数

件数

５年間で当該計画に取り組
む漁業者の漁業所得の１
０％以上向上

実施方法

28年度

％

水産業成長産業化沿岸地域創出事業 担当部局庁 水産庁 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 増殖推進部研究指導課 研究指導課長 髙瀨 美和子

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

29年度

漁業者自らが策定した「地域水産業成長産業化計画」に基づき、沿岸漁村地域において、適切な資源管理と収益性の向上を両立させる浜の構造改革に必要
な漁船、漁具等のリース方式による導入を支援（定額、１／２）

- -

-

- -

- -

１経営体当たりの漁業所得
又は償却前利益の目標達
成件数

-

-

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３５年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

水産分野の改革が推進される中、水産業の成長産業化へ向け、沿岸漁村地域において、不安を抱きつつも将来にわたり持続的に操業が行えるよう、沿岸地
域の漁業者自らがその地域に特化した資源の適切な管理を行いながら収益性を向上させる浜の構造改革を実現するためには、漁業の根幹的基盤である漁
船の高船齢化や漁労機器等の老朽化が課題となっている。このためリース方式による漁船・漁具等の導入を支援し、漁業者自らが行う浜の構造改革を推進
し、沿岸漁村地域の活性化を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件数

-

0

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件数

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 10,008 10,008

0 0

執行率（％） - - -

- - -

-

-

-

地域の活力創造プラン（平成30年６月１日改訂）
（別紙８）「水産政策の改革について」

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

10,008 10,008

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度35

海洋政策

31年度当初予算

10,008

10,008

32年度要求

事業番号 新31 0021

10,008

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

漁業経営安定対策事業費
補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

-

10,008

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係 達成度 ％

-

-

目標最終年度

70 -- 70

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

計算式
　　百万円/
件数

-

30年度

百万円 -

計画開始時
30年度 31年度

- 10,008/40

31年度活動見込

-

年度

66 -

目標値 ％

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

単位

29年度 30年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

単位

執行額／「地域水産業成長産業化計画」の実施件数

単位当たり
コスト

成果実績

-

年度 年度

年度

取組
事項

分野： -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の活用により、漁業所得の向上を目指すことになり、その目標の達成はその地区の割合に寄与するため。

- 35
定量的指標

68

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度

250

中間目標 目標年度

28年度

28年度

-

29年度

-

実績値 ％ -

単位

各年度の漁業所得向上を達成した地区の割合

施策 ㉑　漁業経営の安定

政策 ５　水産物の安定供給と水産業の健全な発展

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8



農林水産省

事業番号 事業名所管府省名

水産業競争力強化緊急事業0281

‐

水産政策の改革にともない、漁村地域の活性化を図るもの
であり、国が責任を持って後押ししていく必要がある。

○

評　価項　　目

沿岸地域の水産業の活性化は、我が国の食料安定供給に
係る問題であり、その受益は広く国民が享受するものであ
る。

‐

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

　水産業競争力強化緊急事業で実施している水産業競争力
強化漁船導入緊急支援事業は、TPP対策として「総合的な
TPP等関連政策大綱」に基づき持続可能な収益性の高い操
業体制への転換を進めるために策定された「広域浜プラン」
において、今後の水産業を担う中核的漁業者として位置づ
けられた漁業者が行う所得向上の取組に必要な漁船の導入
を支援し、水産業の体質強化を図るものである。
　一方、水産業成長産業化沿岸地域創出事業は、今般の水
産政策の改革において水産資源の適切な管理と水産業の
成長産業化を全国的に促進するなか、沿岸地域の漁業者自
らがその地域の魚介類を対象に資源管理の推進と収益性の
向上を両立させる「地域水産業成長産業化計画」を策定し、
その計画に参画する漁業者を対象に目標達成のために必
要な漁船・漁具等の導入を支援し、地域の構造改革を図るも
のである。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

外部有識者点検対象外

・本事業は新規の補助事業であり、効率的・効果的に事業を実施するとともに、事業の評価を行い、その結果、事業実施にあたって改善すべきと
ころがあれば改善措置を講じていくこととする。
・また、４月に全国説明会を行うとともに、現在都道府県等からの現地説明会への出席依頼要請に対して全て対応し事業を進めているところであ
る。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構
【交付先の選定】
交付先は、執行の透明性及び公平性を確保するため、公募
によって選定しており、民間団体補助金交付候補者選定委
員会が①実施体制の適格性、②知見、専門性等の有無、③
経理処理能力の適格性を勘案して、総合的に判断し選定し
た。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

現
状
通
り

‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

水産政策の改革において目指すべき、水産資源の適切な管
理と、水産業の成長産業化の両立に寄与するものであるた
め、優先度は高い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

改善の
方向性

-

沿岸漁業は、国内消費の減退や操業コストの上昇、後継者不足だけでなく、漁船等基幹的な生産基盤の老朽化による生産性の低下やメンテ
ナンス経費の増大が課題となっていることから、漁業者の将来へ向けた声を聞き、新たな取組に対して支援することにより、水産分野の改革に
対応した浜の構造改革を実現するために本事業が必要である。

○

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

本事業においてはそれぞれ受益者に一定の負担を求めるた
め、受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( - ) ( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

0291

平成29年度 0290

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 0298

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0022 農林水産省

農林水産省

（補助金：10,008百万円）

Ａ 特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構

D リース事業者B 成長産業化審査会 C 地域委員会



-

（ ）

91

1,314

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

水産物加工・流通等対策調
査等委託費

水産物加工・流通等対策事
業費補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

漁獲証明制度にかかる体制整備のためのメニューの拡充等による

「新しい日本のための優先課題推進枠」1,405

32年度要求

事業番号 新31 0022

海洋政策

31年度当初予算

62

1,316

1,378 1,405

年度35

水産基本計画（平成29年4月28日閣議決定）
農林水産業・地域の活力創造プラン（平成30年6月1日改訂）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

1,378 1,405

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

-

70

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 1,378 1,405

0 0

執行率（％） - - -

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
平成３５年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

世界の水産物需要が高まる中で、我が国漁業の成長産業化を図るには、輸出を視野に入れて、品質面・コスト面等で競争力ある流通構造の確立が必要であ
る。このため、水産流通の根幹となる産地市場の統合・機能強化を図ることはもとより、生産・加工・流通・販売に至る各事業者毎の改善のみならず、各事業
者が連携して形づくる水産バリューチェーン全体での生産性向上や、国産水産物の消費拡大及び供給の平準化を図る。また、輸出先国が求める衛生条件を
満たす輸出施設の認定数を増加させるなどして、輸出体制を強化し、水産物の輸出拡大を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

0

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

-

29年度

①漁業者、養殖業者、卸売市場、加工業者、流通業者、小売業者、外食業者、輸出業者といった水産物のサプライチェーンを担う事業者間の連携を促し、サ
プライチェーンが全体としてマーケットインに基づく効率的な生産体制を構築することで、需給ミスマッチの解消や適時適切な生産活動を促進する。これによ
り、水産バリューチェーン全体の生産性向上を図るための検討会費、調査費、システム導入費、機器導入費、施設借料、販売促進費等を支援する（補助率：
定額、１／２以内）

②産地市場の統合・機能強化により、水産物取扱数量の増大、産地市場の品質・衛生管理機能の強化を行うため、調査・検討費、システム・機器導入費等を
支援する（補助率：定額、１／２以内）

③加工・流通業者向けの現地指導・セミナー等の開催に要する経費、国産水産物の流通を促進する先進的取組を行う漁業者団体・加工業者・流通業者等に
対する機器の購入等に要する経費、国産水産物の展示・発表会や魚食普及セミナー等の開催に要する経費、水揚げが集中した水産物を買い取り一定期間
保管した後に漁期外に放出する取組に対する買取代金の金利等の一部を支援する（補助率：定額、１／２以内）

④輸出拡大を目指す水産加工・流通業者等にかかるＨＡＣＣＰ認定に必要となる研修等の実施及び生産海域等のモニタリングの実施を支援し、対ＥＵ・ＨＡＣ
ＣＰ認定施設の指導・監視を行うとともに、輸出促進に資するトレーサビリティを導入する取組を支援する（委託費、補助率：定額、１／２以内）

- -

-

- -

- -

事業者が独自に設定した
バリューチェーンを通じた
対象水産物・商品の販売額
等の目標を達成した事業
者の割合

-

水産バリューチェーン事業 担当部局庁 水産庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 漁政部加工流通課 加工流通課長　天野正治

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

（１）
令和５年度までにバリュー
チェーン全体で生産性を向
上する取組に参加した事業
者のうち、事業者が独自に
設定したバリューチェーン
を通じた対象水産物・商品
の販売額等の目標を達成
した事業者を７割以上にす
る

実施方法

28年度

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
成果目標達成状況報告書をベースにした水産庁調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



30年度

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

- - -

28年度

- -

- -

28年度 29年度 30年度

82 139 191

160

-70

35 年度

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 200

- - 119 - -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

42 38 40 - -

45 45 45

- 年度

0.4 0.2 0.3 - -

年度

31 年度

93 84 89 - -

45 45

目標最終年度

0.3 0.3 0.3 - 0.3

28年度 29年度 30年度

28年度 30年度

- - -施設

当初見込み

人

（３）特定水産物供給平準化事業により、買取を実施し
た、食用・加工向け多獲性浮魚類の数量

活動実績 トン

当初見込み トン

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

（４）HACCP関係研修等受講者数

単位

- - -

（２）
令和５年度までに魚介類の
加工食品用国内消費仕向
量に対する国内生産量の
割合を45％以上（過去15ヵ
年（平成14年度から平成28
年度）の平均）とする。

魚介類の加工食品用国内
消費仕向量に対する国内
生産量の割合
（計算式：国内生産量/加工
食用品国内消費仕向量）
（平成30年度以前の成果実
績値は参考）

成果実績 ％

目標値

達成度

28年度

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

35
30年度

中間目標

100136

単位

達成度 ％

目標値

成果指標 29年度

対象水産物の産地価格の
変動係数
※成果目標に用いる対象
魚種は、本事業による保管
経費等の助成対象である
多獲性浮魚種（アジ、サ
バ、サンマ、イワシ）
※達成度＝目標値/成果実
績
※（平成30年度以前の成果
実績値は参考）

成果実績

％

標準偏差/平均価格

定量的な成果目標

成果指標

活動実績

標準偏差/平均価格

（４）
平成31年度までに新たにＨ
ＡＣＣＰ認定施設を200施設
増加させる（年間40施設の
増加）ことで輸出の拡大を
促進させる。

件

（２）水産加工・流通構造改善取組支援事業への支援件
数
（新規・先進プロジェクト、連携プロジェクト及び輸出促
進プロジェクト）

-

達成度 ％

％

（１）生産・加工・流通等関係者が連携した生産性向上
の取組件数

（３）
令和５年度までに対象水産
物の産地価格の変動の抑
制
産地価格の年間変動状況
（標準偏差/平均価格）を変
動係数とし、各年度の変動
係数を過去10年間(平成19
年度から平成28年度）の変
動係数の平均値（0.25）以
下とする。

活動指標

活動実績

- -

活動指標 単位

活動実績 件

当初見込み 件

-

- - -

29年度

29年度 30年度

- - -

当初見込み 人

31年度
活動見込

50 60

- - -

- - -

28年度

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

施設数

ＨＡＣＣＰ認定数（成果実績
（施設数）÷目標値（施設
数））
（平成30年度以前の成果実
績値は参考）

成果実績

目標値 施設数

定量的な成果目標

件

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

（４）指導等を行ったEU・HACCP認定施設数
活動実績

施設

単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

29年度

- - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

当初見込み

27 24

31年度
活動見込

32年度
活動見込

25,203 24,301

31年度
活動見込

32年度
活動見込

6 6

31年度
活動見込

32年度
活動見込

32年度
活動見込

1,500 1,500

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
食料需給表

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
産地水産物流通統計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
水産庁調べ



単位当たり
コスト

算出根拠

千円

単位

222,320千円／25,203トン

単位 31年度活動見込

計算式 千円/トン

（４）EU・HACCP認定施設指導・監視事業
執行額（千円）／活動実績（施設数）

単位当たり
コスト

28年度 29年度 30年度 31年度活動見込

- - -

- -

64

- -

- 40,571/50

50,200

-

28年度

-

- -

31年度活動見込

95,943/1,500

（４）執行額（千円）／活動実績（受講者数）
（HACCP認定加速化支援事業）

単位当たり
コスト 千円

計算式 千円/人

28年度

-

29年度

-

-

千円

-

算出根拠

単位当たり
コスト

811

- -

千円／個所
数

-

30年度29年度算出根拠

（３）食用・加工向け多獲性浮魚類の保管等に
要するトン当たりコスト：

執行額（千円）／買取数量（トン）

29年度 30年度

-

計算式

単位当たり
コスト

単位

（１）執行額（千円）／事業実施箇所数（箇所数）
（バリューチェーン全体の生産性向上にかかるもの）

単位当たり
コスト

単位当たり
コスト

-

-

28年度

-

-

- - - 14,815

28年度 29年度 31年度活動見込

計算式

301,200千円／６件

31年度活動見込

- -

8.8

千円／件 400,001千円／27件

単位

-

30年度

30年度

千円

単位当たり
コスト

千円

計算式
千円/箇所
数

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

（２）水産加工・流通構造改善取組支援事業
執行額(千円)／取組実績(件)（＝新規・先進プロジェクト

＋連携プロジェクト+輸出促進プロジェクト）

単位当たり
コスト

算出根拠



本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(
第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

年度 31 年度

魚介類（食用）の消費量

施策 （２）加工・流通・消費・輸出に関する施策の展開

政策 ㉒漁村の健全な発展

測
定
指
標

実績値 kg/年 -

単位
年度年度

中間目標 目標年度
28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

産地市場の統合・機能強化や、生産・加工・流通等関係者が連携しバリューチェーンが全体としてマーケットインに基づく効率的な生産体制を構築す
ることで、需給ミスマッチの解消や消費者ニーズに合った商品の適時適切な生産活動を促進する。これにより、品質の良い水産物の安定供給が図ら
れ、魚介類の消費量の維持に資する。

-

- 39
定量的指標

45.9

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

国
費
投
入
の
必
要
性

○

--

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

-

-

29年度 30年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

○

単位

品質面・コスト面等で競争力ある流通構造を確立するのみな
らず、資源管理等の水産改革の効果を十分に発現させるた
めにも、優先度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

45 -

目標値 kg/年

-

-

-

計画開始時
30年度 31年度

- 46.4

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

水産物の加工・流通構造の見直しを行い、ニーズに合った良
質な水産物を安定的かつ適時適切に国民へ供給するととも
に、生産・加工・流通業者の所得向上に資する事業であり、
国民や社会のニーズを反映している。

46.4

目標最終年度

46.4 -

施策 （２）加工・流通・消費・輸出に関する施策の展開

測
定
指
標

中間目標 目標年度

-

水産物の輸出額

実績値 億円 3,031 -

目標値 億円 2,600 2,847 3,157 - 3,500

29年度 30年度定量的指標 単位 28年度

広域かつ多段階流通を特徴とする水産物流通において、流
通構造の改革を進めるためには、国が俯瞰的な立場から支
援・指導する必要がある

○

2,640 2,749

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

HACCPに基づく品質管理の研修等の実施及び生産海域等のモニタリングの実施を支援するとともに、EU・HACCP認定指導・監視等を行うことによ
り、水産物の輸出体制の強化が図られる。

政策 ㉒漁村の健全な発展

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

点検結果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

本事業は、引き続き効率的な事業の実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

‐

現
状
通
り

‐

外部有識者点検対象外

必要な見直しを行いつつ、効率的・効果的な事業の実施に努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

－

　本事業は、水産物の流通構造を改革するため、生産・加工・流通等関係者が連携して、マーケットインの発想に基づいた効率的・魅力的な生
産活動を推進する取組を支援するとともに、産地市場の統合・機能強化、水産物輸出にあたり米国・ＥＵが求めるHACCP認定の取得推進を図
るものである。本事業により、生産・加工・流通等関係者の所得向上や消費者ニーズに応えた水産物の安定供給、産地市場の品質・衛生管理
と価格形成力の向上、水産物の輸出拡大を図る。
　水産改革における漁業・養殖業の生産現場の改革と同時並行して、流通構造の改革を進める必要があり、優先度・必要性の高い事業であ
る。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

‐

事業番号 事業名所管府省名



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 -

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0024

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

農林水産省

Ａ．

民間団体等

401百万円

補助

１．生産・

加工・流通

等関係者が

連携して水

産バリュー

チェーン全

体で生産性

向上を図る

ための検討

会や実証事

業を実施

２．産地市

場の統合・

機能強化に

向けた検討

会や実証事

業を実施

Ｂ．

民間団体

21百万円

委託

Ａの取組を

より効果あ

るものにす

るための調

査・評価・

検証を実施

Ｅ．

民間団体

96百万円

補助

ＨＡＣＣＰ認定

に必要となる

一般衛生管

理及びＨＡＣ

ＣＰによる衛

生管理に関

する研修や

現地指導、指

導員の育成

等を実施

Ｆ．

民間団体

26百万円

補助

輸出先国が

求める二枚

貝の生産海

域のモニタ

リングや動

物用医薬品

の残留検査

等を実施

Ｇ．

民間団体

41百万円

委託

ＥＵ・ＨＡ

ＣＣＰ認定

施設におけ

る定期監視

や輸出荷口

検査、監視

員に対する

講習会等を

行うととも

に、ＥＵ向

け冷凍船の

ＨＡＣＣＰ

導入におけ

る助言等を

実施

Ｈ．

民間団体

22百万円

補助

水産物の輸

出促進に資

するトレー

サビリティ

の普及に向

けて、水産

物の水揚げ

から輸出に

至る履歴情

報をＩＴ等

の活用によ

り管理する

実証事業を

実施

Ｃ．

民間団体等

498百万円

補助

１．加工・

流通業者等

向けの現地

指導やセミ

ナー等の開

催、先進的

取組等によ

り国産水産

物の流通・

輸出の促進

に取り組む

事業者への

支援

２．国産水

産物の全国

規模の展

示・発表会

や広域的な

魚食普及セ

ミナー等の

開催

Ｄ．

民間団体

273百万円

補助

水揚集中時

に水産物を

買い取り、

一定期間保

管した後に

漁期外に放

出する取組

に対し、買

取代金の金

利及び保管

経費等の一

部を支援

漁業者団体

加工業者

流通業者等

助成

漁業者団体

等

助成

水揚集中時に

水産物を買い

取り、一定期

間保管した後

に漁期外に放

出する取組を

実施

１．国産水産

物の流通を促

進する新規・

先進的取組を

実施

２．連携して国

産原料の確保

等の課題に向

けた取組を実

施

３．国産水産

物の輸出を促

進する取組を

実施



-

（ ）

230

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

情報処理業務庁費のうち
農林水産施策デジタル広

報推進費

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

平成31年度から実施しているテーマについては、その実施結果をもと
にPDCAを回す観点から、発信方法・媒体等を改善するとともに、新た
なテーマや災害等の緊急的なテーマについても実施するため

32年度要求

事業番号 新31 0023

-

31年度当初予算

101

101 230

1.7

28年度

年度-

- 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

33 年度

- - - - -

- - 100

食料・農業・農村基本計画
未来投資戦略2018
農林水産省デジタル・ガバメント中長期計画

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

210

-

- -

101 230

関係する
計画、通知等

達成度

-

33

-

年度

-

-

-

- - - - -

- -

-

29年度

-

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 0 0 101 230

執行率（％） - - -

動画の再生回数
動画の再生回数／従前の
Ｗｅｂページのアクセス数+
紙媒体での配布数

成果実績 ％

目標値

平成３１年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

農林水産省の広報について、伝えたい相手に対象を絞って情報を発信するとともに、情報を見た者の行動等をデータで収集して、それをもとに広報手法を改善
するPDCAを確立することにより、効率的・効果的な情報発信を行うこと。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

- -

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

単位

執行額／コンテンツ制作数

単位当たり
コスト

-

29年度

農林水産省の施策を、分かりやすく伝える動画や興味を引くバナー等のコンテンツを制作し、クッキー・アカウント・位置情報などをもとに伝えたい相手に対象を
絞ってネット広告を発信するとともに、広告のクリック数、クリック率、Webサイトを訪問した者のWebサイト上での属性や行動のデータの収集により得られた効果
を測定・分析することにより手法を改善しながら、効果的な広報を実施する。

- -

-

- -

- -

Webページの年間アクセス
数／従前のWebページのア
クセス数

-

％

農林水産施策デジタル広報推進費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

その他

担当課室 広報評価課広報室
広報室長
安川　徹

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

Webページの年間アクセス
数

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

個

- 101/61

31年度活動見込

- -

達成度 ％

コンテンツ制作数（種類）

-

活動実績

30年度

百万円

- - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
食料・農業・農村基本法第７条第２項

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

個

計算式 百万円/個

単位

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
Webページの年間アクセス数＝従前のWebページの年間アクセス数の合計値＋紙媒体での配布数

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

61

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
動画の再生回数＝従前のWebページの年間アクセス数の合計値＋紙媒体での配布数

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-

施策 -

政策 -

測
定
指
標

実績値 - -

単位
年度年度

中間目標 目標年度
28年度

-

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： - -

--

-

年度 年度

-

-

-

-

29年度 30年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

- -

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

-

計画開始時
30年度 31年度

- -

-

-

目標値

中間目標

-

目標最終年度

- -

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

本事業は、引き続き、効率的な事業の実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

デジタルメディアの普及といった情勢の変化に的確に対応す
るため、必要かつ適切であり、優先度の高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

現
状
通
り

‐

外部有識者点検対象外

引き続き、効率的な事業の実施に努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

入札又は企画競争には、複数者が参加しており、競争性が
確保されている中で、各者の事業実施能力を評価した上で
選定しており、支出先の選定は妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

×

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

-

本事業は、デジタルメディアの普及といった、国民が情報を入手する方法の変化を踏まえて行うものであり、このような情勢に的確に対応し、よ
り効率的・効果的な広報を実施するために必要である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

本事業は、デジタルメディアの普及といった国民が情報を入
手する方法の変化を踏まえて行うものである。

本事業は国の施策の広報を行うものであり、国が自ら行う必
要がある。

○

‐

事業番号 事業名所管府省名



( - ) ( - ) ( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 新30-0016、0323

0321

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新31 0025 農林水産省 新30 0014 農林水産省

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

農林水産省

101百万円

【随意契約（企画競争等）】

A 民間企業

101百万円

（コンテンツ制作、広告発信）
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